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先行審査プラントの記載との比較表（Ⅵ-1-8-1 原子炉格納施設の設計条件に関する説明書） 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 

着色・・前回提出時からの変更箇所 

東海第二発電所（2018.10.12版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.9.25版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

相違No. 相違理由

① 島根２号機の原子炉格納容器は，Mark-Ⅰ改良型であり，構造が異なる

② 島根２号機は，基本設計方針に基づき，記載している

③ 島根２号機は，非常用ガス処理系で放射性物質の大気への直接漏えいを防止する設計としている

④ 島根２号機は，スクラビング水及び金属フィルタと銀ゼオライトフィルタは，別々の容器で構成している

⑤

島根２号機の耐圧強化ベントラインは，新規制基準施行以前にアクシデントマネジメント対策として設置しており，必要な容量を有する設備であるが，格納容器
フィルタベント系を新たに重大事故等対処設備として設置することから，最終ヒートシンクへ熱を輸送するための自主対策設備として位置付け，万一，炉心損傷前
に格納容器フィルタベント系が使用できない場合に耐圧強化ベントラインを使用する運用としている。
　なお，格納容器フィルタベント系は，技術基準規則第63条，第65条及び第67条を満足する重大事故等対処設備として，以下に示すとおり，信頼性の高い系統構成
としている

・ベント弁（第1弁及び第2弁）の並列2重化及び操作機構の多様化によるベント弁開放の信頼性を確保している
・他系統との隔離弁の直列2重化による格納容器フィルタベントラインの隔離機能の信頼性を確保している

⑥
島根２号機は，格納容器フィルタベント系を使用しても事象発生後7日間は，原子炉格納容器が負圧とならないことを確認しており，ベント停止時に実施する窒素
ガス代替注入系による原子炉格納容器の負圧破損防止について，自主的な手順として位置付けている

⑦ 島根２号機は，格納容器フィルタベント系に窒素供給ラインを設け，可搬式窒素供給装置により直接窒素ガスを供給する

⑧
最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備として使用する格納容器フィルタベント系は，炉心損傷前に使用するものであり，可燃性ガスの発生は微量であるが，
技術基準規則解釈の65条準用要求に従い，島根２号機では，原子炉格納容器の過圧による破損を防止するために使用する格納容器フィルタベント系と同様の基本方
針を記載している

⑨ 島根２号機の格納容器代替スプレイ系（可搬型）に用いる可搬型ポンプは，1種類

⑩
島根２号機の格納容器代替スプレイは，炉内で発生する熱がサプレッションチェンバ側に移行する場合においてもスプレイ先の違いによる格納容器冷却の効果に大
きな差がないことから，格納容器ベント遅延の観点より，ドライウェル側のみにスプレイを実施する

⑪ 島根２号機は，原子炉格納容器へのスプレイにより，原子炉格納容器下部へ注水する

⑫ 島根２号機は，原子炉格納容器下部への注水及び重大事故等時の逃がし安全弁健全性確保の観点から，格納容器代替スプレイ系（可搬型）による注水を実施する

　比較表において，相違理由を類型化したものについて以下にまとめて記載する。下記以外の相違については，備考欄に相違理由を記載する。
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相違No. 相違理由

⑬ 島根２号機のペデスタル代替注水系（可搬型）に用いる可搬型ポンプは，1種類

⑭
島根２号機のペデスタル代替注水系（常設）は，多様性を考慮し，原子炉格納容器下部へ直接注水するペデスタル代替注水系（可搬型）とは異なる流路である原子
炉格納容器スプレイ管によるドライウェル内へのスプレイにより，原子炉格納容器下部へ注水を行うこととしている

⑮
島根２号機は，溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下を遅延・防止するための重大事故等対処設備として，低圧原子炉代替注水系等を使用することとしており，
残留熱代替除去系は使用しない

⑯
島根２号機は，放射線分解により発生する水素ガス及び酸素ガスの発生割合（G値）を設計基準事故ベースとした場合，事象発生から7日以内に原子炉格納容器内の
酸素濃度が5％を上回る可能性があることから，原子炉格納容器内を不活性化し酸素濃度の上昇を抑制するため窒素ガス代替注入系を重大事故対処設備として設置
することとしている

⑰ 島根２号機は，水素爆発損傷防止対策として，静的触媒式水素処理装置を使用する

⑱ 島根２号機は，大型送水ポンプ車にて泡消火薬剤容器から泡消火薬剤を吸引，混合する

⑲
島根２号機は，放水砲による放水開始前に放射性物質吸着材の設置による海洋拡散抑制対策を行うため，放射性物質吸着材は重大事故等対処設備として位置付けて
いる

⑳ 島根２号機は，コンクリート製原子炉格納容器規格を適用しない

㉑
島根２号機の配管ルートは，原子炉格納容器，スクラバ容器及び放出口の設置レベルを考慮し，ドレン溜まりが出来ないよう，ドレンがスクラバ容器に戻るような
ルート構成としており，ドレンタンクは不要な設計としている

㉒ 島根２号機は，系統構成に必要となる電動弁に電源供給する設備を記載

㉓
島根２号機の耐圧強化ベントラインは，「4.3.2 重大事故等時における原子炉格納容器の熱輸送機能」としての自主対策設備と位置付けており，原子炉格納容器内
に滞留する水素ガス及び酸素ガスを大気へ排出するための設備としては使用しない

㉔ 島根２号機は，クラス２容器としてベントヘッダがある

㉕ 島根２号機は，Ｖ（Ｓ）-2の包絡条件で評価する方針としている

㉖ 島根２号機は，設計・建設規格に基づき，強度計算を実施する方針としている
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している解析コードに
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・使用している解析コ

ードの相違
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・資料構成の相違
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島根２号機は，Ⅵ-5

「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に記

載している。なお，使用

している解析コードに

差異はない 

・使用している解析コ

ードの相違

【柏崎 7】 

島根２号機は，本解析

コードは使用していな

い 
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1. 概要

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関

する規則」（以下「技術基準規則」という。）第 44条及びその「実

用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解

釈」（以下「解釈」という。）の要求に対する原子炉格納施設の設計

基準事故時の設計条件について記載したものであり，最高使用圧

力，最高使用温度，外圧，設計漏えい率，最低使用温度，使用材料

（原子炉格納容器バウンダリの脆性破壊防止含む），耐圧試験圧

力，開口部，配管貫通部，電気配線貫通部，原子炉格納容器隔離

弁，原子炉格納容器体積，原子炉格納容器安全設備，圧力抑制効

果を得るために必要な構造及び寸法，真空破壊装置，原子炉建物

原子炉棟，可燃性ガス濃度制御設備，放射性物質濃度制御設備，

原子炉格納容器調気設備，冷却材喪失事故時の荷重，逃がし安全

弁作動時の荷重，地震荷重，荷重の組合せ，繰返し荷重に対する

解析について説明する資料である。 

また，技術基準規則第 63,64,65,66,67,68,70 及び 71 条並びに

それらの解釈の要求に対する重大事故等対処設備として原子炉格

納施設の破損防止に係る機能，重大事故等時の動荷重，荷重の組

合せについても説明するとともに，重大事故等時における原子炉

格納容器の放射性物質閉じ込め機能評価についても説明する。 

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号機は，後段で

個別に項目立てしてい

ることから，地震荷重を

記載している 

2. 基本方針

原子炉格納施設は，原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の

損壊又は故障の際に漏えいする放射性物質が公衆に放射線障害を

及ぼすおそれがない設計とする。 

2.1 設計基準事故時における基本方針 

 原子炉格納容器は，上下部半球胴部円筒形のドライウェル，円

環形のサプレッションチェンバ等からなる圧力抑制形であり，原

子炉冷却材圧力バウンダリ配管の最も過酷な破断を想定した場合

であっても，残留熱除去系（格納容器冷却モード）とあいまって，

配管破断により放出される原子炉冷却材のエネルギによる原子炉

冷却材喪失事故（以下「冷却材喪失事故」という。）時の最大の圧

・記載方針の相違

【東海第二】 

 島根２号機は，基本設

計方針に基づき，記載し

ている 

（以下，②の相違） 

9
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力，最高の温度及び設計上想定された地震荷重に耐える設計とす

る。 

 原子炉格納容器は，冷却材喪失事故時及び逃がし安全弁作動時

において，原子炉格納容器に生じる動荷重に対して健全性を損な

わない構造強度を有するように設計する。 

なお，原子炉格納容器に生じる動荷重に対する設計は，「BWR. MARK 

Ⅰ型格納容器圧力抑制系に加わる動荷重の評価指針」に基づき実

施する。 

原子炉格納容器の開口部である出入口及び貫通部を含めて原子

炉格納容器全体の漏えい率を許容値以下に保ち，冷却材喪失事故

時及び逃がし安全弁作動時において想定される原子炉格納容器内

の圧力，温度，放射線等の環境条件の下でも原子炉格納容器バウ

ンダリの健全性を保つように設計するとともに，漏えい試験がで

きる設計とする。 

原子炉格納容器バウンダリを構成する機器は，通常運転時，運

転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において，原子炉格

納容器バウンダリの非延性破壊（脆性破壊）及び破断を防止する

設計とする。 

原子炉格納容器を貫通する各施設の配管系に設ける原子炉格納

容器隔離弁は，安全保護装置からの信号により，自動的に閉鎖す

る動力駆動弁，チェーンロックが可能な手動弁，キーロックが可

能な遠隔操作弁又は隔離機能を有する逆止弁とし，原子炉格納容

器の隔離機能の確保が可能な設計とする。 

原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に

生ずる原子炉格納容器内の圧力及び温度の上昇により原子炉格納

容器の安全性を損なうことを防止するとともに，原子炉格納容器

内から漏えいする放射性物質の濃度を低減する設備として，残留

熱除去系（格納容器冷却モード）を設置する設計とする。 

冷却材喪失事故時に原子炉格納容器内で発生するおそれのある

・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違

・設計方針の相違

【東海第二】 

②の相違

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

 原子炉格納容器の型

式が異なることから適

用する評価指針が異な

る 
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水素及び酸素の燃焼反応を防止するため，可燃性ガス濃度制御系

を設ける。可燃性ガス濃度制御系は，窒素ガス制御系により原子

炉格納容器内に窒素を充填することとあいまって，事故後の原子

炉格納容器内の可燃性ガス濃度を可燃限界未満に抑制できる設計

とする。 

冷却材喪失事故後，ドライウェル内蒸気の凝縮が進み，ドライ

ウェル圧力がサプレッションチェンバ圧力より低下した場合に，

圧力差により自動的に働き，サプレッションチェンバのプール水

のドライウェルへの逆流及びドライウェルの破損を防止するた

め，真空破壊装置を設置する設計とする。 

原子炉建物原子炉棟（二次格納施設）は，原子炉格納容器を完

全に取り囲む構造となっており，非常用ガス処理系により内部の

負圧を確保し，原子炉格納容器から放射性物質の漏えいがあって

も発電所周辺に直接放出されることを防止する設計とする。 

・記載方針の相違

【東海第二】 

②の相違

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違により，真空

破壊装置にて破損を防

止する設備が異なる 

・設備の相違

【東海第二】 

 島根２号機は，非常用

ガス処理系で放射性物

質の大気への直接漏え

いを防止する設計とし

ている 

（以下，③の相違） 

2.2 重大事故等時における基本方針 

原子炉格納容器は，重大事故等時の条件下においても放射性物

質の閉じ込め機能を有する設計とする。 

 重大事故等時の原子炉格納容器内の熱を輸送するために用いる

格納容器フィルタベント系は，原子炉格納容器内雰囲気ガスを第

1 ベントフィルタスクラバ容器及び第 1 ベントフィルタ銀ゼオラ

イト容器により放射性物質を低減させた後に原子炉建物屋上に設

ける放出口から放出することで，排気中に含まれる放射性物質の

環境への放出量を抑制しつつ，原子炉格納容器内に蓄積した熱を

最終的な熱の逃がし場である大気へ輸送できる設計とする。 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号機は，スクラ

ビング水及び金属フィ

ルタと銀ゼオライトフ

ィルタは，別々の容器で

構成している 

（以下，④の相違） 
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・運用の相違

【東海第二，柏崎7】 

島根２号機の耐圧強

化ベントラインは，新規

制基準施行以前にアク

シデントマネジメント

対策として設置してお

り，必要な容量を有する

設備であるが，格納容器

フィルタベント系を新

たに重大事故等対処設

備として設置すること

から，最終ヒートシンク

へ熱を輸送するための

自主対策設備として位

置付け，万一，炉心損傷

前に格納容器フィルタ

ベント系が使用できな

い場合に耐圧強化ベン

トラインを使用する運

用としている。 

なお，格納容器フィル

タベント系は，技術基準

規則第 63条，第 65条及

び第 67 条を満足する重

大事故等対処設備とし

て，以下に示すとおり，

信頼性の高い系統構成

としている 

・ベント弁（第 1弁及び

第 2弁）の並列 2重化

及び操作機構の多様

化によるベント弁開

放の信頼性を確保し

ている 

・他系統との隔離弁の

直列 2重化による格

納容器フィルタベン

12



東海第二発電所（2018.10.12版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.9.25版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

また，格納容器フィルタベント系は，排気中に含まれる可燃性

ガスによる爆発を防ぐため，可搬式窒素供給装置により，系統内

を不活性ガス（窒素ガス）で置換した状態で待機させ，使用後に

おいても不活性ガスで置換できる設計とする。 

トラインの隔離機能

の信頼性を確保して

いる 

（以下，⑤の相違） 

・資料構成の相違

【東海第二】 

島根２号機は，窒素ガ

ス代替注入系による原

子炉格納容器内の水素

爆発防止について，後段

（原子炉格納容器内の

水素爆発防止）にて記載

している 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号機は，格納容

器フィルタベント系を

使用しても事象発生後

7日間は，原子炉格納容

器が負圧とならないこ

とを確認しており，ベン

ト停止時に実施する窒

素ガス代替注入系によ

る原子炉格納容器の負

圧破損防止について，自

主的な手順として位置

付けている 

（以下，⑥の相違） 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号機は，格納容

器フィルタベント系に

窒素供給ラインを設け，

可搬式窒素供給装置に

より直接窒素ガスを供

給する 
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 重大事故等時の原子炉格納容器内の冷却のために用いる格納容

器代替スプレイ系（常設）及び格納容器代替スプレイ系（可搬型）

は，低圧原子炉代替注水ポンプ及び大量送水車によりドライウェ

ル内にスプレイすることで，原子炉格納容器内の圧力及び温度並

びに放射性物質の濃度を低下させることができる設計とする。ま

た，残留熱除去系（格納容器冷却モード）及び残留熱除去系（サプ

レッションプール水冷却モード）は，常設代替交流電源設備から

の給電により機能を復旧し，残留熱除去ポンプによりサプレッシ

ョンチェンバのプール水をドライウェル内及びサプレッションチ

ェンバ内にスプレイ並びに残留熱除去ポンプ及び残留熱除去系熱

交換器によりサプレッションチェンバのプール水を冷却すること

で原子炉格納容器を冷却できる設計とする。 

（以下，⑦の相違） 

・記載方針の相違

【柏崎 7】 

最終ヒートシンクへ

熱を輸送するための設

備として使用する格納

容器フィルタベント系

は，炉心損傷前に使用す

るものであり，可燃性ガ

スの発生は微量である

が，技術基準規則解釈の

65 条準用要求に従い，

島根２号機では，原子炉

格納容器の過圧による

破損を防止するために

使用する格納容器フィ

ルタベント系と同様の

基本方針を記載してい

る 

（以下，⑧の相違） 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号機の格納容

器代替スプレイ系（可搬

型）に用いる可搬型ポン

プは，1種類 

（以下，⑨の相違） 

・設備の相違

【柏崎 7】 

島根２号機の格納容

器代替スプレイは，炉内

で発生する熱がサプレ

ッションチェンバ側に

移行する場合において

もスプレイ先の違いに
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よる格納容器冷却の効

果に大きな差がないこ

とから，格納容器ベント

遅延の観点より，ドライ

ウェル側のみにスプレ

イを実施する

（以下，⑩の相違） 

重大事故等時の原子炉格納容器の過圧破損防止のために用いる

残留熱代替除去系は，残留熱代替除去ポンプによりサプレッショ

ンチェンバのプール水を残留熱除去系熱交換器にて冷却し，原子

炉圧力容器へ注水するとともに，原子炉格納容器内へスプレイす

ることで，原子炉格納容器バウンダリを維持しながら原子炉格納

容器内の圧力及び温度を低下できる設計とする。 

また，格納容器フィルタベント系は，第 1 ベントフィルタスク

ラバ容器及び第 1 ベントフィルタ銀ゼオライト容器により放射性

物質を低減させた後に原子炉建物屋上に設ける放出口から排出す

ることで，排気中に含まれる放射性物質の環境への放出量を低減

しつつ，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下できる設計とす

る。 

また，格納容器フィルタベント系は，排気中に含まれる可燃性

ガスによる爆発を防止するため，可搬式窒素供給装置により，系

統内を不活性ガス（窒素ガス）で置換した状態で待機させ，使用

後においても不活性ガスで置換できる設計とする。 

・設備の相違

【柏崎 7】 

島根２号機は，原子炉

格納容器へのスプレイ

により，原子炉格納容器

下部へ注水する 

（以下，⑪の相違） 

・設備の相違

【東海第二】 

④の相違

・資料構成の相違

【東海第二】 

島根２号機は，窒素ガ

ス代替注入系による原

子炉格納容器内の水素

爆発防止について，後段

（原子炉格納容器内の

水素爆発防止）にて記載

している 

・設備の相違

【東海第二】 

⑥の相違

・設備の相違

【東海第二】

⑦の相違
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重大事故等時の原子炉格納容器下部の溶融炉心冷却のために用

いるペデスタル代替注水系（常設）及び格納容器代替スプレイ系

（可搬型）は，低圧原子炉代替注水ポンプ及び大量送水車により，

原子炉格納容器スプレイ管からドライウェル内にスプレイするこ

とで原子炉格納容器下部へ流入し，溶融炉心が落下するまでに原

子炉格納容器下部にあらかじめ十分な水位を確保するとともに，

落下した溶融炉心を冷却できる設計とする。 

また，ペデスタル代替注水系（可搬型）は，大量送水車により，原

子炉格納容器下部へ注水し，溶融炉心が落下するまでに原子炉格

納容器下部にあらかじめ十分な水位を確保するとともに，落下し

た溶融炉心を冷却できる設計とする。 

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

島根２号機は，原子炉

格納容器下部への注水

及び重大事故等時の逃

がし安全弁健全性確保

の観点から，格納容器代

替スプレイ系（可搬型）

による注水を実施する 

（以下，⑫の相違） 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号機は，当該設

備はない 

・設備の相違

【東海第二】 

⑨の相違及び島根２

号機のペデスタル代替

注水系（可搬型）に用い

る可搬型ポンプは，1種

類 

（以下，⑬の相違） 

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

島根２号機のペデス

タル代替注水系（常設）

は，多様性を考慮し，原

子炉格納容器下部へ直

接注水するペデスタル

代替注水系（可搬型）と

は異なる流路である原

子炉格納容器スプレイ

管によるドライウェル

内へのスプレイにより，

原子炉格納容器下部へ

注水を行うこととして

いる 
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また，溶融炉心が原子炉圧力容器から原子炉格納容器下部へ落

下する場合に，ドライウェル機器ドレンサンプ及びドライウェル

床ドレンサンプへの溶融炉心の流入を抑制するため，コリウムシ

ールドを設ける。 

（以下，⑭の相違） 

溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下を遅延・防止するため

に用いる低圧原子炉代替注水系（常設），低圧原子炉代替注水系（可

搬型），高圧原子炉代替注水系及びほう酸水注入系は，低圧原子炉

代替注水系（常設），低圧原子炉代替注水系（可搬型）及び高圧原

子炉代替注水系のいずれかと並行してほう酸水注入系による原子

炉圧力容器への注水を行うことで溶融炉心を冷却できる設計とす

る。 

重大事故等時の原子炉格納容器内における水素爆発による破損

防止のために用いる窒素ガス代替注入系は，原子炉格納容器内を

不活性化するため，原子炉格納容器内に窒素ガスを供給すること

で，ジルコニウム－水反応及び水の放射線分解等により原子炉格

納容器内に発生する水素ガス及び酸素ガスの濃度を可燃限界未満

にできる設計とする。 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号機は，溶融炉

心の原子炉格納容器下

部への落下を遅延・防止

するための重大事故等

対処設備として，低圧原

子炉代替注水系等を使

用することとしており，

残留熱代替除去系は使

用しない 

（以下，⑮の相違） 

・設備の相違

【柏崎 7】 

島根２号機は，放射線

分解により発生する水

素ガス及び酸素ガスの

発生割合（G値）を設計

基準事故ベースとした

場合，事象発生から 7日

以内に原子炉格納容器

内の酸素濃度が 5％を

上回る可能性があるこ

とから，原子炉格納容器

内を不活性化し酸素濃

度の上昇を抑制するた

め窒素ガス代替注入系

を重大事故対処設備と
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また，格納容器フィルタベント系は，原子炉格納容器雰囲気ガ

スを第１ベントフィルタスクラバ容器及び第１ベントフィルタ銀

ゼオライト容器により放射性物質を低減させた後に原子炉建物屋

上に設ける放出口から排出することで，排気中に含まれる放射性

物質の環境への排出を低減しつつ，ジルコニウム－水反応及び水

の放射線分解等により発生する原子炉格納容器内の水素ガス及び

酸素ガスを大気に排出できる設計とし，排気中に含まれる水素ガ

ス及び酸素ガスによる水素爆発を防止するため，可搬式窒素供給

装置により，系統内を不活性ガス（窒素ガス）で置換した状態で

待機させ，使用後においても不活性ガスで置換できる設計とし，

排出経路に水素ガス及び酸素ガスが蓄積する可能性のある箇所に

はバイパスラインを設け，水素ガス及び酸素ガスを連続して排出

できる設計とすることで，系統内で水素濃度及び酸素濃度が可燃

して設置することとし

ている 

（以下，⑯の相違） 

・運用の相違

【柏崎7】 

⑤の相違

・設備の相違

【東海第二】 

④の相違

・設備の相違

【東海第二】 

⑦の相違
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領域に達することを防止できる設計とする。 

・運用の相違

【東海第二】 

⑥の相違

・資料構成の相違

【東海第二】 

島根２号機は，窒素ガ

ス代替注入系による原

子炉格納容器内の水素

爆発防止及び格納容器

フィルタベント系系統

内の不活性化について，

前段に記載している 

原子炉建物等の水素爆発による損傷を防止するために用いる静

的触媒式水素処理装置は，原子炉格納容器から原子炉建物原子炉

棟（二次格納施設）内に漏えいした水素ガスと酸素ガスを触媒反

応によって再結合させることで，原子炉建物原子炉棟（二次格納

施設）内の水素濃度の上昇を抑制し，原子炉建物原子炉棟（二次

格納施設）の水素爆発を防止できる設計とする。 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号機は，水素爆

発損傷防止対策として，

静的触媒式水素処理装

置を使用する 

（以下，⑰の相違） 

 炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損に至った場合にお

いて，発電所外への放射性物質の拡散を抑制するために用いる原

子炉建物放水設備は，大型送水ポンプ車により海水を取水し，放

水砲から原子炉建物へ放水することで発電所外への放射性物質の

拡散を抑制する設計とし，原子炉建物周辺における航空機衝突に

よる航空機燃料火災に対応するため，大型送水ポンプ車により海

水を泡消火薬剤と混合しながらホースを経由して放水砲から原子

炉建物周辺へ放水できる設計とする。 

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

島根２号機は，大型送
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また，海洋拡散抑制設備は，シルトフェンスを汚染水が発電所

から海洋に流出する２号機放水接合槽及び輪谷湾に設置し，放射

性物質吸着材を汚染水が通過する雨水排水路集水枡に設置するこ

とで発電所外への放射性物質の拡散を抑制する設計とする。 

水ポンプ車にて泡消火

薬剤容器から泡消火薬

剤を吸引，混合する 

（以下，⑱の相違） 

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

シルトフェンスの設

置箇所の相違 

・設備の相違

【東海第二】 

 島根２号機は，放水砲

による放水開始前に放

射性物質吸着材の設置

による海洋拡散抑制対

策を行うため，放射性物

質吸着材は重大事故等

対処設備として位置付

けている 

（以下，⑲の相違） 

・設備の相違

【柏崎 7】 

 放射性物質吸着材の

設置箇所の相違 

 原子炉格納容器は，想定される重大事故等時において，設計基

準対象施設としての最高使用圧力及び最高使用温度を超える可能

性があるが，設計基準対象施設としての最高使用圧力の 2 倍であ

る限界圧力及び 200℃の限界温度で閉じ込め機能を損なわない設

計とする。 

上記の設計のための，評価に用いる解析コードの検証及び妥当

性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コー

ド）の概要」に示す。 

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

島根２号機は，計算機

プログラムの概要を呼

び込む資料構成として

いる 
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3. 構造及び機能

3.1 原子炉格納容器の構造の概要 

 島根原子力発電所第２号機の一次格納施設は圧力抑制型格納容

器で，原子炉圧力容器及び原子炉再循環系等をとり囲む上下部半

球胴部円筒形のドライウェル，プール水を内蔵する円環形のサプ

レッションチェンバとこれを連絡するベント系からなっている。

 ドライウェル，サプレッションチェンバ及びベント系は鋼製で，

ドライウェル底部は，コンクリートに埋設され，サプレッション

チェンバは支持脚を介して各々原子炉建物基礎スラブに支持され

ている。また，ベント管，ベントヘッダ及びダウンカマより構成

されるベント系はドライウェルにより支持されている。 

・記載方針の相違

【東海第二】 

 島根２号機は，既工認

と同様に，原子炉格納容

器の構造及び機能を記

載している 

・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違

3.2 原子炉格納容器の機能 

 原子炉格納容器は冷却材喪失事故時に放射性物質が漏えいする

のを防ぐ機能を有しており，原子炉格納容器のドライウェル内で

原子炉冷却材圧力バウンダリ配管が破断した場合，蒸気や炉水が

ドライウェル空間に放出される。その結果ドライウェル圧力が上

昇し，空気又は窒素，蒸気，水の混合物はベント管を通してサプ

レッションチェンバ内のプール水中へ押し出される。

ここで蒸気はプール水によって冷却されて凝縮し，その結果と

してドライウェル内圧力の上昇は抑制される。この圧力抑制効果

を得るために必要な構造及び寸法についての記述を「4.2.12 圧力

抑制効果を得るために必要な構造及び寸法」に示す。サプレッシ

ョンチェンバに押し出された非凝縮性ガスはサプレッションチェ

ンバ自由空間に貯えられる。また，サプレッションチェンバは，

逃がし安全弁から放出する蒸気を凝縮する機能も有している。 

非常用炉心冷却設備の作動により，炉心が静水頭換算でジェッ

トポンプのノズルの高さまで再冠水した後の余剰水の溢水や残留

・型式の相違

【柏崎 7】 
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熱除去系（格納容器冷却モード）の起動によりドライウェルが負

圧になった場合において，その負圧を解消し，原子炉格納容器の

健全性を維持するために真空破壊装置を設けているが，この設備

については「4.2.13 真空破壊装置」に記述する。 

圧力抑制型格納容器の機能を十分に発揮するために，これらを

補助する設備を設けているが，この設備については，「4.2.11 原

子炉格納容器安全設備」，「4.2.15 可燃性ガス濃度制御設備」，

「4.2.16 放射性物質濃度制御設備」及び「4.2.17 原子炉格納

容器調気設備」に記述する。 

原子炉格納容器は搬出入を行うために開口部を設けているが，

この設備については「4.2.6 開口部」に記述する。 

原子炉格納容器は各種配管，電気配線を貫通させるために貫通

部を設けているが，この設備については「4.2.7 配管貫通部」及

び「4.2.8 電気配線貫通部」に記述する。 

原子炉格納容器を貫通して取り付ける管には原子炉格納容器バ

ウンダリを構成するために原子炉格納容器隔離弁を設けている

が，この設備については「4.2.9 原子炉格納容器隔離弁」に記述

する。 

原子炉格納容器バウンダリを構成する機器は，通常運転時，運

転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において，非延性破

壊（脆性破壊）及び破断を防止する設計とする。これを実現する

材料については「4.2.4 使用材料」に記述する。 

①の相違
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4. 原子炉格納施設の設計条件

原子炉格納施設の設計条件として，各運転状態の定義について

述べ，設計基準事故時における設計条件と，重大事故等時におけ

る設計条件に分類し，項目ごとに説明する。 

・記載方針の相違

【東海第二】 

 島根２号機は，既工認

等と同様に，各運転状態

の定義について記載し

ている 

4.1 設計上考慮すべき状態 

4.1.1 各運転状態の定義 

 各状態を次のように定義する。 

(1)「運転状態Ⅰ」とは，発電用原子炉施設の通常運転時の状態を

いう。 

(2)「運転状態Ⅱ」とは，設計基準事故時及び設計基準事故に至る

までの間に想定される環境条件において，運転状態Ⅰ，運転

状態Ⅲ，運転状態Ⅳ，運転状態Ⅴ及び試験状態以外の状態を

いう。 

(3)「運転状態Ⅲ」とは，設計基準事故時及び設計基準事故に至る

までの間に想定される環境条件において，発電用原子炉施設

の故障，異常な作動等により発電用原子炉の運転の停止が緊

急に必要とされる状態をいう。 

(4)「運転状態Ⅳ」とは，設計基準事故時及び設計基準事故に至る

までの間に想定される環境条件において，発電用原子炉施設

の安全設計上想定される異常な事態が生じている状態をい

う。 

(5)「運転状態Ⅴ」とは，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事

故に対して原子炉の安全性を損なうことがないよう設計する

ことを求められる構築物，系統及び機器がその安全機能を喪

失した場合であって，炉心の著しい損傷に至るおそれがある

と想定する運転状態，使用済燃料貯蔵槽内に貯蔵されている

燃料の著しい損傷に至るおそれがあると想定する運転状態及

び運転停止中の原子炉において燃料の著しい損傷に至るおそ

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号機は，既工認

等と同様に，各運転状態

の定義等について記載

している 
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れがあると想定する運転状態，並びに原子炉格納容器が損傷

し，放射性物質が異常な水準で工場等外へ放出されるおそれ

のある状態をいう。 

(6)「運転状態Ⅴ（Ｓ）」とは，運転状態Ⅴのうち，事象発生直後の

短期的に荷重が作用している状態をいう。 

(7)「運転状態Ⅴ（Ｌ）」とは，運転状態Ⅴのうち，長期的（過渡状

態を除く一連の期間）に荷重が作用している状態をいう。 

(8)「運転状態Ⅴ（ＬＬ）」とは，運転状態Ⅴのうち，運転状態Ⅴ

（Ｌ）より更に長期的に荷重が作用している状態をいう。

(9)「試験状態」とは，耐圧試験により発電用原子炉施設に最高使

用圧力を超える圧力が加えられている状態をいう。 

4.1.2 原子炉格納施設における運転状態 

各状態には次の事象がある。 

(1) 運転状態Ⅰ

a. 起動

b. 停止

c. 出力運転

d. 高温待機

e. 燃料交換

(2) 運転状態Ⅱ

a. 外部電源喪失

b. 負荷の喪失

c. 主蒸気隔離弁の閉鎖

d. 給水制御系の故障

e. 圧力抑制装置の故障

f. 全給水流量喪失

g. タービントリップ

h. 逃がし安全弁誤作動

(3) 運転状態Ⅲ

a. 原子炉圧力容器の過大圧力

(4) 運転状態Ⅳ

a. 冷却材喪失事故

(5) 運転状態Ⅴ

a. 重大事故等時

(6) 試験状態

a. 耐圧試験
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運転状態Ⅰのうち，a. 起動，b. 停止，c. 出力運転については，

起動，停止，出力運転サイクルの温度変動による荷重を考慮する。 

e. 燃料交換については燃料交換時の水荷重を考慮する。

 運転状態Ⅱの各事象，及び運転状態Ⅲの a. 原子炉圧力容器の

過大圧力の事象は逃がし安全弁の作動が考えられるが，原子炉格

納施設の設計に当たっては，最も厳しい逃がし安全弁作動時の荷

重を考慮する。 

 運転状態Ⅴの事象は，重大事故等時のうち原子炉格納容器内圧

力及び温度が厳しくなる事象を考慮する。 

・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違
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4.2 設計基準事故時における設計条件 

原子炉格納容器の設計基準事故時の設計条件として，施設時に

適用した「発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令」（昭

和 40 年通商産業省令第 62 号）（以下「省令第 62 号」という。），

告示第５０１号「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準」

（昭和 55 年 10 月 30 日 通商産業省告示第５０１号）（以下「告

示第５０１号」という。）に基づき最高使用圧力，最高使用温度，

最低使用温度等を設定し，原子炉格納容器の強度評価等も含めた

設計条件として使用する。 

以下に設計条件として使用する項目について示す。 

・適用省令，基準の相違 

【東海第二】 

・型式の相違

【柏崎 7】 

島根２号機は，コンク

リート製原子炉格納容

器規格を適用しない 

（以下，⑳の相違） 

4.2.1 圧力及び温度に関する設計条件 

(1) 最高使用圧力及び最高使用温度

 原子炉格納容器は冷却材喪失事故直後の圧力上昇に耐えうるも

のでなくてはならない。 

冷却材喪失事故時の原子炉格納容器の過渡解析では保守的なモ

デルを使用している。 

島根原子力発電所第２号機もこの解析モデルを使って解析を行

ったが，その際のインプットデータとしてはドライウェル空間容

積（約 7900m3），サプレッションチェンバ空間容積（約 4700m3），

サプレッションプール水量（約 2800m3）などを用いている。

 解析の際の初期条件は，表 4－1に示す通常運転中の圧力及び温

度である。 

・記載方針の相違

【東海第二】 

 島根２号機は，既工認

と同様に，解析モデルに

用いたインプットデー

タ等について記載して

いる 

・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違
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表 4－1 解析に用いた初期条件 

ドライウェル サプレッションチェンバ

圧力 5kPa 5kPa 

温度 57℃ 35℃ 

・評価条件の相違

【東海第二，柏崎 7】 

・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違

 解析結果による最高圧力及び最高温度は表 4－2 に示す値とな

る。 

また，解析結果による圧力変化及び温度変化を図 4－1，図 4－

2に示す。 

表 4－2 解析結果による最高圧力及び最高温度＊ 

ドライウェル サプレッションチェンバ

圧力 327kPa 209kPa 

温度 145℃ 88℃ 

注記＊：昭和 59 年 9 月 17 日付け 59 資庁第 8283 号にて認可され

た工事計画の添付書類「Ⅳ-1-4 原子炉格納施設の設計

条件に関する説明書」による。 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号機は，既工認

と同様に，解析結果によ

る圧力変化及び温度変

化の図を掲載している 

・解析結果の相違

【東海第二，柏崎 7】 

・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違
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図 4－1 ドライウェル及びサプレッションチェンバの圧力変化＊

注記＊：昭和 59年 9月 17日付け 59資庁第 8283号にて認可され

た工事計画の添付書類「Ⅳ-1-4 原子炉格納施設の設計

条件に関する説明書」による。 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号機は，既工

認と同様に，解析結果

による圧力変化及び温

度変化の図を掲載して

いる 

・解析結果の相違

【柏崎 7】 

・記載方針の相違

【東海第二】 
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図 4－2 ドライウェル及びサプレッションチェンバの温度変化＊ 

注記＊：昭和 59 年 9 月 17 日付け 59 資庁第 8283 号にて認可され

た工事計画の添付書類「Ⅳ-1-4 原子炉格納施設の設計

条件に関する説明書」による。 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号機は，既工認

と同様に，解析結果によ

る圧力変化及び温度変

化の図を掲載している 

・解析結果の相違

【柏崎 7】 

・記載方針の相違

【東海第二】 

上記の解析結果に余裕をもたせて最高使用圧力及び最高使用温

度を表 4－3に示す値とする。 

表 4－3 最高使用圧力及び最高使用温度 

ドライウェル サプレッションチェンバ

圧力 427kPa 427kPa 

温度 171℃ 104℃ 

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違

・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違
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(2) 外圧

 原子炉格納容器の外面にうける最高の圧力については真空破壊

装置及び真空破壊弁を設けることによって過大な外圧が作用しな

いように，原子炉格納容器を防護する設計としている。具体的に

は，ドライウェル内が負圧となる場合，ドライウェルとサプレッ

ションチェンバの間に設置された真空破壊装置が自動的に作動し

て，ドライウェルとサプレッションチェンバの差圧を 7kPa以下に

保つ設計としている。また，サプレッションチェンバと原子炉格

納容器の外部の間に設置された真空破壊弁は，サプレッションチ

ェンバと原子炉格納容器の外部の差圧を 7kPa 以下に保つ設計と

している。したがって，ドライウェル及びサプレッションチェン

バの外面にうける最高の圧力は，ドライウェルは真空破壊装置及

び真空破壊弁の差圧を合わせた 14kPa であり，サプレッションチ

ェンバは 7kPaであるが，保守的にいずれも 14kPaとする。 

・資料構成の相違

【東海第二】 

東海第二は，別項で記

載している 

・設計方針の相違

【柏崎 7】 

設計条件及び格納容

器型式による仕様が異

なる 

(3) 設計基準事故時の原子炉格納容器の評価水位

冷却材喪失事故後，サプレッションチェンバ（内部水源）を水

源とした非常用炉心冷却設備による注水開始により，炉心は冠水

され，冷却材は冷却材喪失事故の破断口から原子炉格納容器下部

及びドライウェル床を経由して，サプレッションチェンバへと流

入する。 

原子炉格納容器下部及びドライウェル床には，約 450m3 の冷却

材を保有できる容量を有しており，冷却材喪失事故後の原子炉圧

力容器より流出する冷却材量（約 200m3）は原子炉格納容器下部及

びドライウェル床に保持される。 

その後，サプレッションチェンバを水源とする非常用炉心冷却

設備による注水が継続するため，サプレッションチェンバの水位

は事象発生時の水位以下で推移することから，設計基準事故時の

原子炉格納容器の評価においては，サプレッションチェンバの水

位を「通常運転水位の上限値であるＨ．Ｗ．Ｌ 3.66m（EL5660mm）」

に設定している。 

・記載方針の相違

【東海第二，柏崎 7】 

島根２号機は，設計基

準事故時の原子炉格納

容器の評価水位につい

て記載している 

4.2.2 漏えい率に対する設計条件 

安全評価では，原子炉格納容器の設計漏えい率は，常温，最高

使用圧力の 0.9 倍の圧力の空気において，原子炉格納容器内空間

容積の 0.5％/day 以下としており，この設計漏えい率の最大値

（0.5％/day）を使用して解析し，安全評価の結果，設計基準事故

時の実効線量は，「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審

・設計方針の相違

【柏崎 7】 

・解析条件の相違
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査指針」の基準を満足している＊1。 

また，重大事故等時及び仮想事故時の線量は，0.5％/dayの漏え

いが発生すると仮定した場合，「原子炉立地審査指針及びその適用

に関する判断のめやすについて」のめやす線量を下回っている＊2。 

以上より，原子炉格納容器の設計漏えい率は，常温，最高使用

圧力の 0.9 倍の圧力の空気において，原子炉格納容器内空気重量

の 0.5％/day以下とする。 

注記＊1：令和 3 年 9 月 15 日付け「原規規発第 2109152 号」をも

って許可を受けた「島根原子力発電所発電用原子炉設置

変更許可申請書」添付書類十 Ⅰ 3.設計基準事故解析

3.4.4原子炉冷却材喪失 3.4.4.3.2 線量当量の評価（3）

評価結果 

＊2：平成 20 年 10 月 28 日付け「平成 18・10・23 原第 12 号」を

もって許可を受けた「島根原子力発電所発電用原子炉設置変

更許可申請書」添付書類十 4. 重大事故及び仮想事故 

【柏崎 7】 

・記載方針の相違

【東海第二】 

・評価条件の相違

【柏崎 7】 

・設計方針の相違

【柏崎 7】 

・記載方針の相違

【東海第二】 

4.2.3 最低使用温度 

原子炉格納容器の最低使用温度を表 4－4に示す。 

表 4－4 原子炉格納容器の最低使用温度 

ドライウェル サプレッションチェンバ

最低使用温度 -8℃ -8℃

最低使用温度はドライウェル，サプレッションチェンバとも同

じ値とする。この最低使用温度は耐圧漏えい試験時（試験状態）

を考慮して決めたものであり，建設時を除けば，原子炉建物内に

あるため 10℃としても十分である。 

・設計方針の相違

【東海第二，柏崎 7】 

 島根２号機は，4.2.4

項に示すとおり，最低使

用温度を-8℃と設定し

ても，脆性破壊防止でき

ることを確認している 

4.2.4 使用材料 

 原子炉格納容器バウンダリに使用するフェライト系材料は原子

炉格納容器の最低使用温度に対して脆性破壊を防止するため，告
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示第５０１号の規定により衝撃試験又は落重試験を行い，これに

合格したものを使用する。 

 原子炉格納容器の脆性破壊防止に関する確認事項を以下に示

す。 

(1) 原子炉格納容器の脆性破壊防止

a. 概要

原子炉格納容器は，施設時に適用された「告示第５０１号」及

び「電気工作物の溶接に関する技術基準を定める省令」（昭和 45年

通商産業省令第 81号（以下「省令第 81号」という。）に基づき，

材料，設計及び製作において，次の試験を実施し，脆性破壊に対

し十分安全であることを確認されたものを使用する。 

(a) 原子炉格納容器の材料は，告示第５０１号第 20 条第 3項に規

定する衝撃試験を行い，同条第 4 項に規定する合格基準に適

合するものを使用する。

(b) 原子炉格納容器の溶接部は，省令第 81号第 28 条第 2項に規

定する試験板について第 26条の規定に基づき，衝撃試験を行

い，同条に規定する合格基準に適合することを確認されたも

のを使用する。

・適用省令の相違

【東海第二】 

b. 脆性破壊防止のための確認事項実施要領

(a) 原子炉格納容器の材料に関する確認

材料に関する衝撃試験の実施要領は次のとおりである。 

イ. 対象材料

 第 2 種容器に使用する材料を対象とする。ただし，次に掲げる

材料は試験を行うことを要しない。 

① 厚さが 16mm未満の材料

② 断面積が 625mm2未満の棒の材料

③ 呼び径が 25mm未満のボルト等の材料

④ 外径が 169mm未満の管の材料

⑤ 厚さが 16mm 又は外径が 169mm 未満の管に接続されるフランジ

の材料及び管継手の材料 

⑥ オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金

ロ. 材料

原子炉格納容器において，該当する材料は次のとおりである。 

・適用規格年度の相違

【東海第二】 

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

使用している材料の
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るものを合格とする。 

相違 

・設計方針の相違

【東海第二，柏崎 7】 

 最低使用温度の相違

による試験温度の相違 

・記載方針の相違

【東海第二】 

表 4－5 衝撃試験における合格基準：

吸収エネルギ 

3個の平均[J] 最小値[J] 

表 4－6 衝撃試験における合格基準：

吸収エネルギ 

3個の平均[J] 最小値[J] 

・新旧ＪＩＳ表記の相

違

【柏崎 7】 

・設備の相違

【東海第二】 

 使用している材料の

相違 

・新旧ＪＩＳ表記の相

違

【柏崎 7】 

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

 島根２号機は，表 4―

9 に記載している。な

お，新旧ＪＩＳ表記の相

違がある 

・設備の相違

【柏崎 7】 

 使用している材料の

相違 

ハ. 試験温度

 試験温度は，-25℃以下とする。これは最低使用温度（-8℃）よ

り 17℃以上低い温度である。 

ニ. 試験片

試験片は，3個採取する。 

ホ. 合格基準

 試験片の吸収エネルギが表 4－5 から表 4－9 に示す値以上であ

るものを合格とする＊。なお，再試験は告示第５０１号第 20 条の

規定による。 

注記＊：最小値については，3個の試験片が全て表中の値以上であ
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表 4－7 衝撃試験における合格基準：

吸収エネルギ 

3個の平均[J] 最小値[J] 

表 4－8 衝撃試験における合格基準：

吸収エネルギ 

3個の平均[J] 最小値[J] 

表 4－9 衝撃試験における合格基準：

吸収エネルギ 

3個の平均[J] 最小値[J] 

・設備の相違

【柏崎 7】 

 使用している材料の

相違 

・設備の相違

【東海第二】 

 使用している材料の

相違 

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

 使用している材料の

相違 

・設備の相違

【東海第二】 

 使用している材料の

相違 

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

 柏崎７号機は，前段に

記載 

(b) 原子炉格納容器の溶接部に関する確認

溶接に関する衝撃試験の実施要領は次のとおりである。 

イ. 対象溶接部

 第 2 種容器の突合せ溶接による溶接部を対象とする。ただし次

に掲げる材料は試験を行うことを要しない。 

① 外形又は厚さが小さい場合の溶接部

a. 厚さが 16mm未満の溶接部

b. 外径が 169mm未満の管の溶接部

c. 厚さが 16mm又は外径が 169mm未満の管に接続されるフランジ

又は管継手の溶接部 

② オーステナイト系ステンレス合金，ニッケルクロム鉄合金及び

非鉄金属の溶接部 

・適用規格年度の相違

【東海第二】 
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ロ. 母材の材料

 原子炉格納容器において，該当する材料は 及び

である。 

ハ. 試験温度

 試験温度は，-25℃以下とする。これは最低使用温度（-8℃）よ

り 17℃以上低い温度である。 

ニ. 試験片

試験片は溶接金属部及び熱影響部からそれぞれ 3 個採取する。 

ホ. 合格基準

 試験片の吸収エネルギが表 4－10 及び表 4－11 に示す値以上で

あるものを合格とする。 

 なお，再試験は省令第 81号第 30条（第 13条準用）の規定によ

る。 

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

 使用している材料の

相違 

・設計方針の相違

【東海第二，柏崎 7】 

 最低使用温度の相違

による試験温度の相違 

・適用省令の相違

【東海第二，柏崎 7】 

表 4－10 本体溶接部に対する衝撃試験における合格基準：

吸収エネルギ 

3個の平均[J] 最小値[J] 

表 4－11 本体溶接部に対する衝撃試験における合格基準：

吸収エネルギ 

3個の平均[J] 最小値[J] 

・新旧ＪＩＳ表記の相

違

【柏崎 7】 

・設備の相違

【東海第二】 

 使用している材料の

相違 

・新旧ＪＩＳ表記の相

違

【柏崎 7】 

・設備の相違

【柏崎 7】 

 使用している材料の

相違 
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・設備の相違

4.2.5 耐圧試験圧力 

 原子炉格納容器の耐圧試験圧力は，施設時に適用された告示第

５０１号第 104 条に基づき，最高使用圧力 427kPa（4.35kg/cm2）

の 1.125倍である 481kPa（4.9kg/cm2）で気圧試験を行い原子炉格

納容器の健全性を確認する。 

以上より，原子炉格納容器の耐圧試験圧力を 481kPa（4.9kg/cm2）

とする。 

・適用基準の相違

【東海第二】 

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違

・型式及び適用基準の

相違

【東海第二，柏崎 7】 

4.2.6 開口部 

 開口部となるドライウェル主フランジ，機器搬入口，逃がし安

全弁搬出ハッチ，制御棒駆動機構搬出ハッチ，サプレッションチ

ェンバアクセスハッチ（以下「ハッチ類」という。）及び所員用エ

アロックは十分な気密性を保つ設計とし，想定される漏えい量そ

の他の漏えい試験に影響を与える環境条件として，判定基準に適

切な余裕係数を見込み，日本電気協会「原子炉格納容器の漏えい

率試験規程」（ＪＥＡＣ４２０３）に定める漏えい試験のうちＢ種

試験ができる設計とする。 

所員用エアロックは，扉の開閉状態を管理するため，所員用エ

アロックの扉が開いた場合には，中央制御室に警報を発信する。

また，所員用エアロックの扉は，両方の扉が同時に開かないよう

にインターロックを設ける設計とする。 

ハッチ類は，原子炉格納容器の貫通部にフランジ付きの胴板が

溶接固定されており，ハッチ類の外周側から蓋フランジをガスケ

ットとボルトで固定し，気密性を保つ設計とする。 

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違

4.2.7 配管貫通部 

原子炉格納容器配管貫通部は，冷却材喪失事故時において想定

【柏崎 7】 

 使用している材料の

相違 
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される原子炉格納容器内の圧力を考慮した最高使用圧力，温度を

考慮した最高使用温度，湿度，放射線等の環境条件の下でも機能

を発揮できる設計とする。 

4.2.8 電気配線貫通部 

原子炉格納容器電気配線貫通部は，冷却材喪失事故時において

想定される原子炉格納容器内の圧力を考慮した最高使用圧力，温

度を考慮した最高使用温度，湿度，放射線等の環境条件の下でも

機能を発揮できるよう，それらの試験条件を考慮した試験により

健全性が確認されたものを使用する設計とする。 

4.2.9 原子炉格納容器隔離弁 

原子炉格納容器隔離弁（以下「隔離弁」という。）は，施設時に

適用された省令第 62 号第 32 条第 3 項に基づくとともに以下に示

す設計方針及び設計仕様に基づき設置する。 

(1) 設計方針

原子炉格納容器を貫通する各施設の配管系に設ける隔離弁は，

安全保護装置からの信号により，自動的に閉鎖する動力駆動弁，

チェーンロックが可能な手動弁，キーロックが可能な遠隔操作弁

又は隔離機能を有する逆止弁とし，原子炉格納容器の隔離機能の

確保が可能な設計とする。 

原子炉冷却材圧力バウンダリに接続するか，又は原子炉格納容

器内に開口し，原子炉格納容器を貫通している各配管は，冷却材

喪失事故時に必要とする配管及び計測制御系統施設に関連する小

口径配管を除いて，原則として原子炉格納容器の内側に 1 個，外

側に 1 個の自動隔離弁を原子炉格納容器に近接した箇所に設ける

設計とする。 

ただし，原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設内及び原子炉

格納容器内に開口部がなく，かつ，原子炉冷却系統に係る発電用

原子炉施設の損壊の際に損壊するおそれがない管又は原子炉格納

容器外側で閉じた系を構成した管で，原子炉冷却系統に係る発電

用原子炉施設の損壊その他の異常の際に，原子炉格納容器内で水

封が維持され，かつ，原子炉格納容器外へ導かれた漏えい水によ

る放射性物質の放出量が，冷却材喪失事故時の原子炉格納容器内

気相部からの漏えいによる放出量に比べ十分小さい配管について
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は，原子炉格納容器の内側又は外側に少なくとも 1 個の隔離弁を

原子炉格納容器に近接した箇所に設ける設計とする。 

また，原子炉格納容器の内側で閉じた系を構成する管に設置す

る隔離弁は，遠隔操作にて閉止可能な弁を設置することも可能と

する。 

貫通箇所の内側又は外側に設置する隔離弁は，一方の側の設置

箇所における管であって，湿気や水滴等により駆動機構等の機能

が著しく低下するおそれがある箇所，配管が狭隘部を貫通する場

合であって貫通部に近接した箇所に設置できないことによりその

機能が著しく低下するような箇所には，貫通箇所の外側であって

近接した箇所に 2個の隔離弁を設ける設計とする。 

 原子炉格納容器を貫通する配管には，圧力開放板を設けない設

計とする。 

 設計基準事故及び重大事故等の収束に必要な非常用炉心冷却設

備及び残留熱除去系（格納容器冷却モード）で原子炉格納容器を

貫通する配管，その他隔離弁を設けることにより安全性を損なう

おそれがあり，かつ，当該系統の配管により原子炉格納容器の隔

離機能が失われない場合は，自動隔離弁を設けない設計とする。 

ただし，原則遠隔操作が可能であり，設計基準事故時及び重大

事故等時に容易に閉鎖可能な隔離機能を有する弁を設置する設計

とする。 

また，重大事故等時に使用する窒素ガス制御系の隔離弁につい

ては，設計基準事故時の隔離機能の確保を考慮し自動隔離弁と

し，重大事故等時に容易に開可能な設計とする。 

原子炉格納容器を貫通する計測制御系統施設又は制御棒駆動装

置に関連する小口径配管であって特に隔離弁を設けない場合に

は，隔離弁を設置したものと同等の隔離機能を有する設計とする。 

原子炉冷却材圧力バウンダリに接続される原子炉格納容器を貫

通する計測系配管に隔離弁を設けない場合には，オリフィス又は

過流量防止逆止弁を設置し，流出量抑制対策を講じる設計とする。 

隔離弁は，閉止後に駆動動力源が喪失した場合においても閉止

状態が維持され隔離機能を喪失しない設計とする。また，隔離弁

・設備の相違

【東海第二】 

 自動隔離弁を設けな

い系統の相違 

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

島根２号機は，自動隔

離される弁のうち，窒素

ガス制御系の隔離弁を

重大事故等時に使用す

るため，設計方針を記載

している 
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のうち，隔離信号で自動閉止するものは，隔離信号が除去されて

も自動開とはならない設計とする。 

隔離弁は，想定される漏えい量その他の漏えい試験に影響を与

える環境条件として，判定基準に適切な余裕係数を見込み，日本

電気協会「原子炉格納容器の漏えい率試験規程」（ＪＥＡＣ４２

０３）に定める漏えい試験のうちＣ種試験ができる設計とする。

また，隔離弁は動作試験ができる設計とする。 

(2) 設備仕様

 原子炉格納容器を貫通する配管系に設ける隔離弁は，以下の項

目を満足し，原子炉格納容器バウンダリを構成する。 

a. 設計基準事故及び重大事故等の収束に必要な非常用炉心冷却

設備及び残留熱除去系（格納容器冷却モード）に係る配管の隔

離弁は，隔離信号により自動的に閉止しないが，必要に応じて

遠隔操作により閉止できる弁又は逆止弁動作により閉止する

弁であり，原子炉格納容器の隔離機能を確保できる。

b. 2個の隔離弁を必要とする配管の弁駆動は，駆動動力源の単一

故障によって両方の弁を閉止する能力を損なわない。さらに，

閉止後駆動動力源の喪失によっても閉止状態が維持され，隔離

機能は喪失しない。

c. 隔離信号で自動閉止するものは，隔離信号が除去されても自動

開とはならない。

自動隔離弁への隔離信号は，原子炉水位低，ドライウェル圧力

高あるいは，放射能レベル高及び手動である。

原子炉格納容器バウンダリ及び隔離弁の全体概要図を図 4－3

に示す。また，記号及び略号を図 4－4に示す。 

・記載方針の相違

【東海第二】 

図 4－3 原子炉格納容器バウンダリ及び隔離弁 全体概要図(1/8) 
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図 4－3 原子炉格納容器バウンダリ及び隔離弁 全体概要図(2/8) 

図 4－3 原子炉格納容器バウンダリ及び隔離弁 全体概要図(3/8) 

図 4－3 原子炉格納容器バウンダリ及び隔離弁 全体概要図(4/8) 
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図 4－3 原子炉格納容器バウンダリ及び隔離弁 全体概要図(5/8) 

図 4－3 原子炉格納容器バウンダリ及び隔離弁 全体概要図(6/8) 

図 4－3 原子炉格納容器バウンダリ及び隔離弁 全体概要図(7/8) 
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図 4－3 原子炉格納容器バウンダリ及び隔離弁 全体概要図(8/8) 

（注） 

①：原子炉格納容器に取り付ける管の貫通箇所の内側及び外側で

あって近接した箇所に 1個の隔離弁を設置する。 

②：原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設内及び原子炉格納容

器内に開口部がなく，かつ，原子炉冷却系統に係る発電用原

子炉施設の損壊の際に損壊するおそれがない管又は原子炉冷

却系統に係る発電用原子炉施設の損壊その他の異常の際に構

造上内部に滞留する液体により原子炉格納容器内の放射性物

質が外部へ漏えいするおそれがない管にあっては，貫通箇所

の内側又は外側の近接した箇所に 1個の隔離弁を設置する。 

③：貫通箇所の内側又は外側に隔離弁を設ける場合には，一方の

側の設置箇所における管であって，湿気その他の隔離弁の機

能に影響を与える環境条件によりその隔離弁の機能が著しく

低下するおそれがあると認められるもの（湿気や水滴等によ

り隔離弁の駆動機構等の機能が著しく低下するおそれがある

管，配管が狭隘部を貫通する場合であって貫通部に近接した

箇所に設置できないことにより隔離弁の機能が著しく低下す

るおそれがある管）にあっては，貫通箇所の外側であって近

接した箇所に 2個の隔離弁を設置する。 

④：隔離弁を設けることを要しない箇所

設計基準事故及び重大事故等の収束に必要な系統の配管に隔

離弁を設けることにより安全性を損なうおそれがあり，かつ，

当該系統の配管により原子炉格納容器の隔離機能が失われな
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い場合。 

⑤：隔離弁を設けることを要しない箇所

計測制御系統施設又は制御棒駆動装置に関連する配管であっ

て，当該配管を通じての漏えい量が十分許容される程度に抑

制されているもの。 

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

 島根２号機は，略語を

使用していない 
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図 4－4 原子炉格納容器バウンダリ及び隔離弁 全体概要図の記

号及び略号 

4.2.10 原子炉格納容器体積 

 設計基準事故時における冷却材喪失事故後の圧力上昇に耐えう

るよう，ドライウェル空間容積（約 7900m3），サプレッションチェ

ンバ空間容積（約 4700m3，サプレッションプール水量が約 2800m3

の場合において）の自由体積を有している。 

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違

4.2.11 原子炉格納容器安全設備 

設計基準対象施設としての残留熱除去系（格納容器冷却モード）

は，サプレッションチェンバのプール水を原子炉格納容器内にス

プレイすることにより，原子炉格納容器内の圧力及び温度を原子

炉格納容器の最高使用圧力及び最高使用温度以下に維持できる設

計とする。 

サプレッションチェンバのプール水を水源とする残留熱除去ポ

ンプは，予想される最も小さい有効吸込水頭においても，正常に

機能する能力を有する設計とする＊。サプレッションチェンバは，
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設計基準事故及び重大事故等時に必要な水源として容量約

2800m3，個数 1個を有する設計とする。 

 残留熱除去系（格納容器冷却モード）は，テストラインを構成

することにより，発電用原子炉の運転中に試験ができる設計とす

る。また，設計基準事故時に動作する弁については，残留熱除去

ポンプが停止中に開閉試験ができる設計とする。残留熱除去系（格

納容器冷却モード）は，冷却材喪失事故後，サプレッションチェ

ンバ内のプール水をドライウェル内及びサプレッションチェンバ

内にスプレイすることによって，原子炉格納容器内の温度，圧力

を低減し，原子炉格納容器内に浮遊している放射性物質が漏えい

するのを抑えるよう設計する。 

注記＊：詳細は，Ⅵ-1-8-4「圧力低減設備その他の安全設備のポ

ンプの有効吸込水頭に関する説明書」に示す。

・設計方針の相違

【東海第二，柏崎 7】 

・資料構成の相違

【東海第二】 

島根２号機は，4.2.1

(2)項で記載

4.2.12 圧力抑制効果を得るために必要な構造及び寸法 

蒸気凝縮による圧力抑制効果については，パシフィック・ガス・

アンド・エレクトリック社と GE社が米国モスランディング発電所

において，フンボルトベイ及びボデガベイ原子力発電所用として

行った実験結果に基づいており，この実験により圧力抑制効果を

得るための必要な構造及び寸法等を定めている。 

 島根原子力発電所第２号機における構造及び寸法等と上記実験

によって求められた構造及び寸法等を比較すると表 4－12 のとお

りとなっており，圧力抑制効果を得るために必要な条件は満足さ

れている。 

・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違
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表 4－12 島根原子力発電所第２号機 圧力抑制機能の構造及び

寸法等 

島根原子力発電所 

第２号機 

実験結果に基づく 

設計条件 

1 
直径 

（ダウンカマ） 

2 
水浸 

（ダウンカマ） 

3 

クリアランス

（ダウンカマとサプレ

ッションチェンバ底部

間） 

4 
中心間距離（ダウンカ

マ） 

5 
破断面積 ＊

ベント管流路面積 

注記＊：破断面積：ＡＲ 

Ａ
Ｒ
=  m2

ベント管流路面積：ＡＶ 

（ベント管断面積×8 - ベント管内を貫通する逃がし安全弁排気

管外径断面積） 

Ａ
Ｖ
=
π

4
× ×8-  =  mm2 = m2 

ベント管内径： mm 

ベント管本数：8本 

ベント管内を貫通する逃がし安全弁排気管外径断面積： mm2

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違

・型式の相違

【東海第二】 

①の相違
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4.2.13 真空破壊装置 

(1) 原子炉格納容器の外圧

ドライウェルは，事故時に過大な外圧を作用させないように真

空破壊装置によって保護されている。 

すなわち，ドライウェル内に負圧を生じる場合は，真空破壊装

置が自動的に作動して非凝縮性ガスをサプレッションチェンバか

ら引くことにより負圧による過大な外圧が作用しない設計とす

る。 

・記載方針の相違

【東海第二】 

 島根２号機は，既工認

と同様に，原子炉格納容

器の外圧について記載

している 

(2) 真空破壊装置の機能

ドライウェル内の冷却材喪失事故後，ドライウェル内の蒸気の

凝縮が進み，ドライウェル内圧力がサプレッションチェンバ内圧

力より下がるとサプレッションチェンバのプール水がドライウェ

ルに逆流し，また，負圧によってドライウェルの健全性を損なう

原因となる。 

真空破壊装置はその作動によって両者の差圧を kPa以下とす

る。 

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違

(3) 真空破壊装置の容量

 ドライウェルの真空破壊装置の容量は，ベント管の容量ととも

にモスランディング発電所における実験によって求められてい

る。 

必要な真空破壊装置の流路面積は 

真空破壊装置流路面積

ベント管流路面積
≧

・設定根拠の相違

【柏崎 7】 

島根２号機は，実験結

果を踏まえて容量を設

定している 

・設備の相違
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したがって，真空破壊装置の必要流路面積 ABは 

Ａ
Ｂ
＝

Ａ
Ｖ

  =  m2 

一方，真空破壊装置の内径は mであるから，1 個当たりの流

路面積は 

π

4
m2 

したがって，真空破壊装置の必要個数は 

実際の個数は 1 個余裕を持たせて 8 個とする。真空破壊装置の

設置位置を図 4－5に示す。 

 なお，この真空破壊装置には，常時その開閉状態をチェックで

きる試験開閉装置を設置する。 

・設備の相違

・設備の相違

・設備の相違

注記＊：真空破壊装置は赤点の位置に，計 8個設置されている。 

図 4－5 真空破壊装置の設置位置 

【東海第二，柏崎 7】 

【東海第二，柏崎 7】 

【東海第二，柏崎 7】 

【東海第二，柏崎 7】 

・記載方針の相違

【東海第二，柏崎 7】

個 
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4.2.14 原子炉建物原子炉棟 

 原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に

原子炉格納容器から気体状の放射性物質が漏えいした場合，放射

性物質の濃度を低減する設備として，原子炉建物原子炉棟（二次

格納施設）を設置する。 

 原子炉建物原子炉棟（二次格納施設）は，原子炉格納容器を完

全に取り囲む構造となっており，非常用ガス処理系により，内部

の負圧を確保し，原子炉格納容器から放射性物質の漏えいがあっ

ても発電所周辺に直接放出されることを防止する設計とする。 

 原子炉建物原子炉棟（二次格納施設）に開口部を設ける場合に

は，気密性を確保する設計とする。 

4.2.15 可燃性ガス濃度制御設備 

 可燃性ガス濃度制御系は，通常運転中，窒素ガス制御系により

原子炉格納容器内に窒素を充てんすることとあいまって，冷却材

喪失事故後の原子炉格納容器内の水素濃度又は酸素濃度を，可燃

限界に達しないための制限値である水素濃度を 4vol％未満又は酸

素濃度を 5vol％未満に維持できる設計とする。 

4.2.16 放射性物質濃度制御設備 

 原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に

原子炉格納容器から気体状の放射性物質が漏えいした場合，放射

性物質の濃度を低減する設備として非常用ガス処理系を設置する

設計とする。 

 非常用ガス処理系は，冷却材喪失事故時に原子炉格納容器内か

ら原子炉建物原子炉棟に漏えいした放射性よう素・粒子状核分裂

生成物を除去できるように設計する。 

 よう素用チャコールフィルタのよう素総合除去効率は，99.97％

以上となる設計とする。＊ 

注記＊：平成 20年 10月 28日付け「平成 18・10・23原第 12号」

をもって許可を受けた「島根原子力発電所発電用原子炉

設置許可変更申請書」添付書類十 3.事故解析 3.4.4原子

炉冷却材喪失における解析条件 

・設備の相違

【東海第二】 

③の相違

・設備の相違

【東海第二】 

③の相違

・設計方針の相違

【東海第二，柏崎 7】
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4.2.17 原子炉格納容器調気設備 

 窒素ガス制御系は，水素及び酸素の反応を防止するため，あら

かじめ原子炉格納容器内に窒素を充てんすることにより，水素濃

度及び酸素濃度を可燃限界未満に保つ設計とする。 

 炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器内に

おける水素爆発による破損を防止できるよう，発電用原子炉の運

転中は，原子炉格納容器内を窒素ガス制御系により常時不活性化

する運用を保安規定に定めて管理する。 ・記載方針の相違

【東海第二】 

4.2.18 冷却材喪失事故時の荷重 

(1) ドライウェル内の配管破断によるジェット力

原子炉格納容器のドライウェル内で原子炉冷却材圧力バウンダ

リ配管が破断した場合，ドライウェル壁面は高温・高圧の飽和及

び二相流の噴出流によるジェット力を受ける。 

以下に F.J.MOODYの理論（引用文献(1)参照）によるジェット流

の拡がりを考慮したジェット力を示す。（図 4－6参照） 

a 計算上の仮定 

・配管破断は完全破断を考え，破断面は直接壁面方向を向いてい

るものとする。 

・破断時の原子炉内圧力は定格出力約 105％時の 7.17MPa[gage]と

する。 

・蒸気は理想気体とする。

・破断口の状態は臨界状態とする。

・破断配管の流路及び出口での摩擦損失は無視する。

・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違

・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違

・資料構成の相違

【東海第二】 

 島根２号機は，本説明

書に記載している 

b 対象とする配管の種類 

対象とする配管は，原子炉圧力容器ヘッドスプレイ配管及び主蒸

気配管とする。 
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c ジェット力 

イ. ジェット力の計算

破断口でのジェット力は引用文献(1)の(15)式より次のように

計算される。 

Ｆｊ＝(1.26・ＰＯ－Ｐ∞)・ＡＥ 

ここに， 

Ｆｊ：ジェット力 

ＰＯ：原子炉内圧力 

＝  MPa[abs] 

Ｐ∞：破断口より十分離れた点での圧力 

＝  MPa[abs] 

ＡＥ：破断口面積 

ロ. ジェット流の拡がり面積の計算

ジェット流の拡がり面積は，引用文献(1)の(7)，(15)，(16)式よ

り次のように導かれる。 

  
 
 

Ｍ∞ Ｅ ∞
∞ Ｅ

ＭＥ Ｏ ∞

Ｖ Ｐ －Ｐ
Ａ ＝ ・1－ ・Ａ

Ｖ 1.26・Ｐ －Ｐ

ここに， 

Ａ∞：ジェット流の拡がり面積 

ＶＭ∞：破断口より十分離れた点でのジェット流の比容積 

ＶＭＥ：破断口でのジェット流の比容積 

ＰＥ：破断口での圧力 

ここで，ＰＥ，ＶＭＥ及びＶＭ∞は次のように求められる。 

ＰＥは，引用文献(1)の(14)式より， 

 
 
 
 

ｋ

ｋ－1

Ｅ Ｏ
2

Ｐ ＝Ｐ ・
ｋ＋1

ここに， 

ｋ：断熱指数 

＝1.3 

一方，ＶＭＥは引用文献(1)の(9)式より， 

  
 
 
 

 　ＭＥ ｇＥ ｆＥ
1－ｘ

Ｖ ＝ ｘ・Ｖ ＋(1－ｘ)・Ｋ・Ｖ ・　ｘ＋
Ｋ

＝ 0.0435m3/kg 

ここに， 

ｘ：乾き度 
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＝0.9157 

ＶｇＥ：破断口での蒸気の比容積 

＝ 0.05014m3/kg 

ＶｆＥ：破断口での飽和水の比容積 

＝ 0.00125m3/kg 

Ｋ：速度比 

＝(ＶｇＥ ／ＶｆＥ)1/3 

＝3.42 

また，ＶＭ∞＝1.89m3/kg 

注記*：Ｌ∞はジェット流が十分広がる距離で 2・ＤＥ以上であ

る。 

図 4－6 ジェット流の拡がり 

ハ. ジェット流の衝撃面での圧力及び作用半径の算出

拡がったジェット流は壁面に当たって更に拡大する。また，そ

の壁面での圧力も中心部が高く，周辺部へ行くに従って低くなる

分布となる。 

この圧力分布は二次曲線と仮定する。（引用文献(2)参照） 

以上より作用壁面における中心圧力及び作用半径は次式により

計算される。 

Ｃ
∞

ｊＦ
Ｐ ＝

Ａ

ｊ
Ｃ

Ｃ

∞2・Ｆ 2・Ａ
Ｒ ＝ ＝

π・Ｐ π

Pc 

圧力分布 

（二次曲線） 

＊ 
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ここに， 

ＰＣ：ジェット流の作用壁面における中心圧力 

ＲＣ：ジェット流の作用壁面における作用半径 

d ジェット力の計算結果 

ジェット力は対象とする配管それぞれに対して表 4－13 のよう

に求まる。 

表 4－13 ジェット力 

破断 

配管 

破断面積 

ＡＥ 

（×

106mm2） 

ジェット力 

Ｆｊ 

（×104N） 

拡がり 

面積比 

Ａ∞／ＡＥ 

拡がり面積 

Ａ∞ 

（×

106mm2） 

ジェット流作用面での値 

中心圧力 

ＰＣ 

（MPa） 

作用半径 

ＲＣ 

（×103mm） 

原子炉圧力 

容器ヘッド 

スプレイ配

管

0.007405 24.90 0.1844 0.365 0.343 

主蒸気 

配管 

0.2357 24.90 5.869 0.365 1.93 

型式の相違 

【柏崎 7】 

①の相違

(2) サプレッションチェンバ内に生じる荷重

冷却材喪失事故時には，まずドライウェル内の非凝縮性ガスが

ベント管，ベントヘッダ及びダウンカマを経てサプレッションプ

ール水中に押し出されるが，この非凝縮性ガスによって，サプレ

ッションプール水中に気泡が形成され，水面の上昇（プールスウ

ェル）が起こり，サプレッションチェンバ及び内部構造物に種々

の荷重が加わる。 

また，その後サプレッションプール水中に蒸気が放出され，サ

プレッションプール水中で凝縮する。これらにより，サプレッシ

ョンチェンバ及び内部構造物に表 4－14 に示すような荷重が加わ

る。 

図 4－7に冷却材喪失事故時荷重の時間履歴を，表 4－14にこれ

らの荷重について現象と設計評価荷重を示す。 

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違
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図 4－7 冷却材喪失事故時荷重の時間履歴 ・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違

表 4－14 冷却材喪失事故時の荷重について 

荷重 現象 設計評価荷重 

a. プールスウ

ェル時サプレッ

ションチェンバ

下向き荷重 

ドライウェル圧力の上昇により

ダウンカマ内のサプレッション

プール水がプール水中に排出さ

れる。その後ドライウェルの非

凝縮性ガスがダウンカマから放

出される際，気泡形成によりサ

プレッションチェンバに下向き

荷重が作用する。 

・気泡形成によるサプレッション

チェンバ下向き荷重：  kPa 

b. プールスウ

ェル時ベント系

に加わる衝撃荷

重 

サプレッションプール水面が上

昇する際，水面より上方にある

ベント系にサプレッションプー

ル水が衝突し，衝撃荷重が作用

する。 

・衝撃荷重

ベント管一本当たり：

N 

ベントヘッダ：�  kPa 

ダウンカマ：�  kPa 

c. プールスウ

ェル時サプレッ

ションチェンバ

上向き荷重 

サプレッションプール水面の上

昇によりサプレッションプール

上部の空間部が圧縮され，サプ

レッションチェンバ空間部壁に

上向き荷重が作用する。 

・サプレッションチェンバ空間部

壁上向き荷重：  kPa 

d.蒸気凝縮振動

荷重 

蒸気流量が多い間はダウンカマ

出口で凝縮振動が起こり，サプ

レッションチェンバに圧力振動

荷重が加わる。 

また，このときダウンカマに横

方向荷重が作用する。 

・サプレッションチェンバに加わ

る荷重 

 /  kPa 

・ダウンカマ横方向荷重

一対のダウンカマに加わる内圧 

 kPa 

一対のダウンカマに加わる差圧 

 kPa 

e.チャギング荷

重 

蒸気流量が少なくなるとダウン

カマ内での間欠的な凝縮により

サプレッションチェンバに圧力

振動荷重が加わる。 

また，このときダウンカマに横

方向荷重が作用する。 

・サプレッションチェンバに加わ

る荷重 

/  kPa 

・ダウンカマ横方向荷重

 N 

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違
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・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違
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・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違

・型式の相違

【東海第二】 

①の相違
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・型式の相違

【東海第二】 

①の相違

4.2.19 逃がし安全弁作動時の荷重 

逃がし安全弁作動時には排気管内の水はクエンチャよりサプレ

ッションプール水中に押し出される。その後排気管内の非凝縮性

ガスがサプレッションプール水中に放出され，この時サプレッシ

ョンチェンバには，表 4－15に示すような圧力振動荷重が加わる。 

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

 島根２号機のサプレ

ッションプール水中の

内部構造物は，MarkⅠ動

荷重評価指針に基づき，

差圧及びドラッグ荷重

を考慮していない 
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表 4－15 逃がし安全弁作動時の荷重について 

荷重 現象 設計評価荷重 

a.空気泡圧

力の振動に

よる荷重

逃がし安全弁作動時には排気管内の

水はクエンチャよりサプレッション

プール水中に押し出される。その後

排気管内の非凝縮性ガスがサプレッ

ションプール水中に押し出され，こ

のときサプレッションチェンバに圧

力振動荷重が加わる。

・サプレッションチ

ェンバに加わる荷重

 /  kPa 

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違

・資料構成の相違

【東海第二】 

島根２号機は，5.2項

に記載している 
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・資料構成の相違

【東海第二】 

島根２号機は，5.3項

に記載している 
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4.2.20 地震荷重 

原子炉格納施設の設計に用いる地震荷重としては，Ⅵ-2-2-1「炉

心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の基

礎の地震応答計算書」及びⅥ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算

書」の解析結果を用いる。 

・記載方針の相違

【東海第二】 

 島根２号機は，使用す

る地震荷重の掲載図書

を記載している 

4.3 重大事故等時における設計条件 

 重大事故等時については，原子炉格納容器の放射性物質閉じ込

め機能の確認を行うために，原子炉格納容器の評価温度，評価圧

力を設定し，構造健全性評価又は機能維持評価を行い，その環境

下での原子炉格納容器の放射性物質閉じ込め機能が損なわれるこ

とがないことを確認する。 

また，重大事故等時に加わる荷重を設定し，原子炉格納容器の

強度評価等も含めた設計条件として使用する。 

・資料構成の相違

【東海第二】 

 島根２号機は，4.3.2

～4.3.8項に記載してい

る 
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4.3.1 原子炉格納容器の評価温度，評価圧力 

(1) 原子炉格納容器の限界温度，限界圧力

 重大事故等時の原子炉格納容器の破損の防止において想定する

評価事故シーケンスのうち雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）について原子炉格納容器の温度，圧力を

評価した結果，原子炉格納容器温度の最高値は，約 197℃（壁面

最高温度約 181℃），原子炉格納容器圧力の最高値は，約 659kPa

となる。 

図 4－8に原子炉格納容器温度の変化，図 4－9に原子炉格納容器

圧力の変化を示す。 

 重大事故等時の原子炉格納容器内の最高温度・最高圧力は，設

計基準事故時における最高使用温度（171℃），最高使用圧力

（1Pd：427kPa）を上回ることから，重大事故等時の最高温度・

最高圧力を上回り，かつ，産業界でシビアアクシデント時の原子

炉格納容器の耐性の指標＊として用いられている 200℃及び 2Pd

（853kPa）を原子炉格納容器の限界温度，限界圧力として設定

し，その環境下での原子炉格納容器の放射性物質の閉じ込め機能

について評価対象部位ごとに評価することにより，その機能が損

なわれることがないことを確認する。また，これにより，原子炉

格納容器を重大事故等時において使用する場合の設計漏えい率

は，設計基準対象施設として使用する設計漏えい率と同じ 0.5％

/day（最高使用圧力の 0.9 倍の圧力において）以下を維持でき

る。なお，重大事故等時の漏えい率は，原子炉格納容器圧力が設

計基準対象施設としての最高使用圧力の 0.9倍より大きい場合に

おいても原子炉格納容器の環境条件を考慮し，適切に割増しして

評価に使用しており，その設定値において被ばく評価上の基準に

適合することを確認している。 

・評価結果の相違

【東海第二，柏崎 7】 

・資料構成の相違

【東海第二】 

 東海第二は，2段落後

に記載している 

・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違

・設計方針の相違

【柏崎 7】 

・資料構成の相違

【東海第二】 

 島根２号機は，2段落

前に記載している 
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・資料構成の相違

【東海第二】 

 島根２号機は，図 4－

7 及び図 4－8 の注記に

記載している 

64



東海第二発電所（2018.10.12版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.9.25版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

注記＊：（財）原子力発電技術機構「重要構造物安全評価（原子

炉格納容器信頼性実証事業）に関する総括報告書」 

・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違

図 4－8 重大事故等時の原子炉格納容器温度の変化＊

注記＊：令和 3年 9月 15日付け「原規規発第 2109152 号」をもっ

て許可を受けた「島根原子力発電所発電用原子炉設置変更

許可申請書」添付書類十 Ⅱ 3.2.1 雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 3.2.1.3.2 格納

容器破損防止対策の有効性評価（4）有効性評価の結果に

おける第 3.2.1.3－9図 格納容器温度の推移 

・評価結果の相違

【東海第二，柏崎】
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図 4－9 重大事故等時の原子炉格納容器圧力の変化＊

注記＊：令和 3年 9月 15日付け「原規規発第 2109152 号」をもっ

て許可を受けた「島根原子力発電所発電用原子炉設置変

更許可申請書」添付書類十 Ⅱ 3.2.1 雰囲気圧力・温度

による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 3.2.1.3.2 

格納容器破損防止対策の有効性評価（4）有効性評価の結

果における第 3.2.1.3－8図 格納容器圧力の推移 

・評価結果の相違

【東海第二，柏崎】 

(2) 地震力と組み合わせる原子炉格納容器の評価温度，評価圧力

 重大事故等と地震力の組合せについては，Ⅵ-2-1-1「耐震設計

の基本方針」において，「原子炉格納容器バウンダリを構成する施

設（原子炉格納容器内の圧力，温度の条件を用いて評価を行うそ

の他の施設を含む。）については，一旦事故が発生した場合，長時

間継続する事象による荷重と弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力

とを組み合わせ，その状態から更に長期的に継続する事象による

荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力を組み合わせる」としている。 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号機は，地震力

と組み合わせる原子炉

格納容器の評価温度，評

価圧力を記載している 

a. 弾性設計用地震動Ｓｄと組み合わせる原子炉格納容器の評価

温度，評価圧力 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号機は，地震力

と組み合わせる原子炉

格納容器の評価温度，評

価圧力を記載している 
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弾性設計用地震動Ｓｄと組み合わせる，原子炉格納容器の評価

温度，評価圧力は事象発生後 10-2年（約 3.5日）後の状態として，

保守的に事象発生後以降の最高となる原子炉格納容器温度，圧力

とする。 

 重大事故等時の原子炉格納容器の破損の防止において想定する

評価事故シーケンスのうち雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）に

ついて原子炉格納容器の温度，圧力を評価した結果，原子炉格納

容器温度の最高値は約 197℃（壁面最高温度約 181℃），原子炉格

納容器圧力の最高値は約 659kPa となる。図 4－8 に原子炉格納容

器温度の変化，図 4－9に原子炉格納容器圧力の変化を示す。 

 以上より，弾性設計用地震動Ｓｄと組み合わせる，原子炉格納

容器の評価温度は，最高温度及び約 659kPaにおける飽和蒸気温度

を包絡する値として 200℃とする。評価圧力は，最高値を包絡する

値として 660kPaとする。 

・記載方針の相違

【柏崎 7】 

島根２号機は，10-2年

を約 3.5 日と記載して

いる 

・評価結果の相違

【柏崎 7】 

・評価条件の相違

【柏崎 7】 

島根２号機は，原子炉

格納容器気相温度と壁

面温度を包絡した温度

を強度及び耐震評価の

温度条件の設定根拠と

している 

・評価条件の相違

【柏崎 7】 

b．基準地震動Ｓｓと組み合わせる原子炉格納容器の評価温度，

評価圧力 

 基準地震動Ｓｓと組み合わせる，原子炉格納容器の評価温度，

評価圧力は事象発生後 2×10-1年（約 70 日）後の原子炉格納容器

温度，圧力とする。 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号機は，地震力

と組み合わせる原子炉

格納容器の評価温度，評

価圧力を記載している 

・評価条件の相違

【柏崎 7】 

 島根２号機は，2×10-

1年（約 70日後）の格納

容器温度及び圧力を考

慮することとしており，

約 70 日後の値を包絡す
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基準地震動Ｓｓとの組合せにおいて想定する評価事故シーケン

スである雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）（残留熱代替除去系を使用する場合）について原子炉格納容

器の温度，圧力を評価した結果，事象発生約 70日後時点において

は，原子炉格納容器温度は約 62℃，原子炉格納容器圧力は約

372kPa となる。図 4－10 に原子炉格納容器温度の変化，図 4－11

に原子炉格納容器圧力の変化を示す。 

以上より，基準地震動Ｓｓと組み合わせる原子炉格納容器の評

価温度，評価圧力は，上記を包絡する値として，70℃，380kPa

とする。 

る評価条件を設定して

いる 

・評価結果の相違

【柏崎 7】 

・評価条件の相違

【柏崎 7】 

図 4－10 重大事故等時の原子炉格納容器温度の変化(長期解析）＊

注記＊：令和 3年 9月 15日付け「原規規発第 2109152 号」をも

って許可を受けた「島根原子力発電所発電用原子炉設置

変更許可申請書」添付書類十 Ⅱ 3.2.1 雰囲気圧力・温

度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 3.2.1.2 

残留熱代替除去系を使用する場合と同条件で実施した原

子炉格納容器温度の長期解析結果 

・評価結果の相違

【柏崎 7】 
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図 4－11 重大事故等時の原子炉格納容器圧力の変化(長期解析）＊

注記＊：令和 3年 9月 15日付け「原規規発第 2109152 号」をもっ

て許可を受けた「島根原子力発電所発電用原子炉設置変

更許可申請書」添付書類十 Ⅱ 3.2.1 雰囲気圧力・温度

による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 3.2.1.2 残

留熱代替除去系を使用する場合と同条件で実施した原子

炉格納容器圧力の長期解析結果 

・評価結果の相違

【柏崎 7】 

(3) 重大事故等時の原子炉格納容器の評価水位

重大事故等時は原子炉格納容器外部を水源とする格納容器代替

スプレイにより，サプレッションプール水位が上昇し，また，ド

ライウェル水位が形成される。

 重大事故等時の原子炉格納容器の破損の防止において想定する

評価事故シーケンスのうち原子炉格納容器水位が最大となる，雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）につ

いてサプレッションプール水位及びドライウェル水位を評価した

結果，最高値はそれぞれ約 4.9m及び約 1.0mとなる。図 4－12に

サプレッションプール水位の変化，図 4―13にドライウェル水位

の変化を示す。 

 重大事故対応上は，サプレッションプール水位が通常水位＋約

1.3mに到達した場合に格納容器代替スプレイを停止するが，保

守的にこれを上回る水位として，ダウンカマ取付部下端である

5.049m（EL7049mm）を重大事故等時の原子炉格納容器の評価に用

いるサプレッションプール水位とする。 

・記載方針の相違

【東海第二】 

・評価結果の相違

【柏崎 7】 

・運用の相違

【柏崎 7】 

 島根２号機は，耐震性

確保を目的に格納容器

代替スプレイの停止基

準を定めている 

・評価条件の相違
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【柏崎 7】 

有効性評価における

サプレッションプール

水位の最大値が異なる

ことによる評価条件の

相違 

・評価方針の相違

【柏崎 7】 

島根２号機は，ドライ

ウェル水位が低く，評価

への影響が軽微である

ため考慮していない 

図 4－12 重大事故等時のサプレッションプールの水位の変化＊

注記＊：令和 3年 9月 15日付け「原規規発第 2109152 号」をも

って許可を受けた「島根原子力発電所発電用原子炉設置

変更許可申請書」添付書類十 Ⅱ 3.2.1 雰囲気圧力・温

度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

3.2.1.3.2 格納容器破損防止対策の有効性評価（4）有

効性評価の結果における第 3.2.1.3－10図 サプレッシ

ョン・プール水位の推移 

・評価結果の相違

【柏崎 7】 
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図 4－13 重大事故等時のドライウェル水位の変化＊ 

注記＊：令和 3年 9月 15日付け「原規規発第 2109152 号」をもっ

て許可を受けた「島根原子力発電所発電用原子炉設置変

更許可申請書」添付書類十 Ⅱ 3.2.1 雰囲気圧力・温度

による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）3.2.1.3 残

留熱代替除去系を使用しない場合と同条件の解析結果に

基づくドライウェル水位の変化 

・評価結果の相違

【柏崎 7】 

4.3.2 重大事故等時における原子炉格納容器の熱輸送機能 

設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送す

る機能が喪失した場合において原子炉格納容器の破損（炉心の著

しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防止するため，最

終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な重大事故等対処設備

として，格納容器フィルタベント系を設ける。 

格納容器フィルタベント系は，第 1 ベントフィルタスクラバ容

器（スクラビング水，金属フィルタ），第 1ベントフィルタ銀ゼオ

ライト容器（銀ゼオライトフィルタ），圧力開放板，遠隔手動弁操

作機構，配管・弁類，計測制御装置等で構成し，原子炉格納容器内

雰囲気ガスを窒素ガス制御系等を経由して，第 1 ベントフィルタ

スクラバ容器及び第 1 ベントフィルタ銀ゼオライト容器へ導き，

放射性物質を低減させた後に原子炉建物屋上に設ける放出口から

放出（系統設計流量 9.8kg/s（1Pd において））することで，排気

中に含まれる放射性物質の環境への放出量を抑制しつつ，原子炉

格納容器内に蓄積した熱を最終的な熱の逃がし場である大気へ輸

送できる設計とする。 

・運用の相違

【東海第二，柏崎7】 

⑤の相違

・設備の相違

【東海第二】 

④の相違

・設備の相違

【柏崎 7】 

島根２号機の配管ル

ートは，原子炉格納容

器，スクラバ容器及び放

出口の設置レベルを考

慮し，ドレン溜まりが出

来ないよう，ドレンがス

クラバ容器に戻るよう
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格納容器フィルタベント系を使用した場合に放出される放射性

物質の放出量に対して，設置（変更）許可において敷地境界での

線量評価を行い，実効線量が 5mSv 以下であることを確認してお

り，格納容器フィルタベント系はこの評価条件を満足する設計と

する。 

詳細は，「4.3.4 重大事故等時における原子炉格納容器の過圧破

損防止機能」に示す。 

なルート構成としてお

り，ドレンタンクは不要

な設計としている 

（以下，㉑の相違） 

・設備の相違

【東海第二】 

④の相違

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

格納容器フィルタベ

ント系の設計流量の相

違 

・運用及び記載方針の

相違 

【東海第二，柏崎7】 

⑤の相違
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格納容器フィルタベント系は，排気中に含まれる可燃性ガスに

よる爆発を防ぐため，可搬式窒素供給装置により，系統内を不活

性ガス（窒素ガス）で置換した状態で待機させ，使用後において

も不活性ガスで置換できる設計とする。 

・設備の相違

【東海第二】 

⑦の相違

・記載方針の相違

【柏崎 7】 

⑧の相違

4.3.3 重大事故等時における原子炉格納容器冷却機能 

設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器内の冷却機能が

喪失した場合において炉心の著しい損傷を防止するために原子炉

格納容器内の圧力及び温度を低下させるため，また，炉心の著し
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系統構成に使用する電動弁は，非常用ディーゼル発電設備に加え

て，代替所内電気設備を経由した常設代替交流電源設備又は可搬

型代替交流電源設備からの給電が可能な設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（常設）は，炉心の著しい損傷及び原

子炉格納容器の破損を防止するための設備として兼用する設計と

する。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，大量送水車により，代替

・運用の相違

【東海第二】 

島根２号機は，設備分

類として設計基準拡張

を設けている 

・設備の相違

【柏崎 7】 

⑩の相違

て，分けて記載 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号機は，系統構

成に必要となる電動弁

に電源供給する設備を

記載 

（以下，㉒の相違） 

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

島根２号機は，ポンプ

及び系統構成に使用す

る電動弁の電源につい

・設備及び記載方針の

相違

い損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止する

ために原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度

を低下させるための重大事故等対処設備として，格納容器代替ス

プレイ系（常設）及び格納容器代替スプレイ系（可搬型）を設け

る。また，想定される重大事故等時において，設計基準事故対処

設備である残留熱除去系（格納容器冷却モード）及び残留熱除去

系（サプレッションプール水冷却モード）が使用できる場合は重

大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用できる設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（常設）は，低圧原子炉代替注水ポン

プにより，低圧原子炉代替注水槽の水を残留熱除去系等を経由し

て原子炉格納容器スプレイ管からドライウェル内にスプレイする

ことで，原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃

度を低下させることができる設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（常設）の水源である低圧原子炉代替

注水槽は，複数の代替淡水源から淡水を供給できる設計とし，淡

水が枯渇した場合に，海を利用できる設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（常設）は，代替所内電気設備を経由

した常設代替交流電源設備からの給電が可能な設計とする。また，
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淡水源の水を残留熱除去系を経由して原子炉格納容器スプレイ管

からドライウェル内にスプレイすることで，原子炉格納容器内の

圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させることができる

設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）の水源は，代替淡水源が枯

渇した場合に，海を利用できる設計とする。 

【東海第二】 

⑨の相違

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

・設備の相違

【柏崎 7】 

⑩の相違

・記載方針の相違

ている 

・記載方針の相違

【東海第二】 

㉒の相違 

・設備の相違

【東海第二】 

⑨の相違

【東海第二，柏崎 7】 

島根２号機は，給電先

について明確に記載し

格納容器代替スプレイ系（可搬型）のうち系統構成に使用する

電動弁は，非常用ディーゼル発電設備に加えて，代替所内電気設

備を経由した常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備

からの給電が可能な設計とする。また，大量送水車は，ディーゼ

ルエンジンにより駆動できる設計とする。

格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，炉心の著しい損傷及び

原子炉格納容器の破損を防止するための設備として兼用する設計

とする。 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）は，常設代替交流電源設

備からの給電により機能を復旧し，残留熱除去ポンプによりサプ

レッションチェンバのプール水をドライウェル内及びサプレッシ

ョンチェンバ内にスプレイすることで原子炉格納容器を冷却でき

る設計とする。 

残留熱除去系（サプレッションプール水冷却モード）は，常設

代替交流電源設備からの給電により機能を復旧し，残留熱除去ポ

ンプ及び残留熱除去系熱交換器により，サプレッションチェンバ

のプール水を冷却することで原子炉格納容器を冷却できる設計と

する。 

4.3.4 重大事故等時における原子炉格納容器の過圧破損防止機能 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，原子炉格納容器の
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過圧による破損を防止するために必要な重大事故等対処設備とし

て，原子炉格納容器バウンダリを維持しながら原子炉格納容器内

の圧力及び温度を低下させるための設備である残留熱代替除去系

及び原子炉格納容器内の圧力を大気中に逃がすための設備である

格納容器フィルタベント系を設ける。 

残留熱代替除去系は，残留熱代替除去ポンプによりサプレッシ

ョンチェンバのプール水を残留熱除去系熱交換器にて冷却し，残

留熱除去系等を経由して原子炉圧力容器へ注水するとともに，原

子炉格納容器内へスプレイすることで，原子炉格納容器バウンダ

リを維持しながら原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下できる

設計とする。 

原子炉圧力容器に注水された水は，原子炉圧力容器又は原子炉

格納容器内配管の破断口等から流出し，原子炉格納容器内へスプ

レイされた水とともに，ベント管を経て，サプレッションチェン

バに戻ることで循環できる設計とする。 

残留熱代替除去系は，代替所内電気設備を経由した常設代替交

流電源設備からの給電が可能な設計とする。 

格納容器フィルタベント系は，第１ベントフィルタスクラバ容

器（スクラビング水，金属フィルタ），第１ベントフィルタ銀ゼ

オライト容器（銀ゼオライトフィルタ），圧力開放板，遠隔手動

弁操作機構，配管・弁類，計測制御装置等で構成し，原子炉格納

容器内雰囲気ガスを窒素ガス制御系等を経由して，第１ベントフ

ィルタスクラバ容器及び第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器へ

導き，放射性物質を低減させた後に原子炉建物屋上に設ける放出

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号機は，ポンプ

の予備機を配備するこ

とで信頼性の向上を図

る 

【柏崎 7】 

⑪の相違

・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違

・設備の相違

【柏崎 7】 

島根２号機の残留熱

代替除去系の除熱設備

として使用する原子炉

補機代替冷却系は，常設

代替交流電源設備から

電源供給する設計とし

ており，残留熱代替除去

系も常設代替交流電源

設備からの電源供給の

みとしている 

・設備の相違

【東海第二】 

④の相違

・設備の相違

【柏崎 7】 

㉑の相違 

76



東海第二発電所（2018.10.12版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.9.25版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

口から排出（系統設計流量 9.8kg/s（1Pdにおいて））すること

で，排気中に含まれる放射性物質の環境への排出を低減しつつ，

原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下できる設計とする。 

第１ベントフィルタスクラバ容器は 4個を並列に設置し，排気

中に含まれる粒子状放射性物質及びガス状の無機よう素を除去

し，第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器は，排気中に含まれる

有機よう素を除去できる設計とする。また，無機よう素をスクラ

ビング水中に捕集・保持するためにアルカリ性の状態（系統待機

時において pH13以上）に維持する設計とする。 

格納容器フィルタベント系はサプレッションチェンバ及びドラ

イウェルと接続し，いずれからも排気できる設計とする。サプレ

ッションチェンバ側からの排気ではサプレッションチェンバの水

面からの高さを確保し，ドライウェル側からの排気では，ドライ

ウェル床面からの高さを確保するとともに燃料棒有効長頂部より

も高い位置に接続箇所を設けることで長期的にも溶融炉心及び水

没の悪影響を受けない設計とする。 

格納容器フィルタベント系は，排気中に含まれる可燃性ガスに

よる爆発を防止するため，可搬式窒素供給装置により，系統内を

不活性ガス（窒素ガス）で置換した状態で待機させ，使用後にお

いても不活性ガスで置換できる設計とする。また，系統内に可燃

性ガスが蓄積する可能性のある箇所にはバイパスラインを設け，

可燃性ガスを連続して排出できる設計とすることで，系統内で水

素濃度及び酸素濃度が可燃領域に達することを防止できる設計と

する。 

格納容器フィルタベント系は，他の発電用原子炉とは共用しな

・設備の相違

【東海第二】 

④の相違

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

格納容器フィルタベ

ント系の設計流量の相

違 

・設備の相違

・設備の相違

【東海第二】 

④の相違

・設計方針の相違

・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違

・設備の相違

【東海第二】 

⑦の相違

【東海第二，柏崎 7】 

島根２号機は，配置

スペースの観点で容器

をコンパクトに設計す

るため，スクラバ容器

4個を並列で構成して

いる 

【柏崎 7】 
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い設計とする。また，格納容器フィルタベント系と他の系統・機

器を隔離する弁は直列で 2個設置し，格納容器フィルタベント系

と他の系統・機器を確実に隔離することで，悪影響を及ぼさない

設計とする。 

格納容器フィルタベント系の使用後に再度，格納容器代替スプ

レイ系等により原子炉格納容器内にスプレイする場合は，原子炉

格納容器が負圧とならないよう，原子炉格納容器が規定の圧力に

達した場合には，スプレイを停止する運用を保安規定に定めて管

理する。 

格納容器フィルタベント系使用時の排出経路に設置される隔離

弁は，遠隔手動弁操作機構（個数 5）によって人力により容易か

つ確実に操作が可能な設計とする。 

また，排出経路に設置される隔離弁の電動弁については，常設

代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電によ

り，中央制御室から操作が可能な設計とする。 

系統内に設ける圧力開放板は，格納容器フィルタベント系の使

用の妨げにならないよう，原子炉格納容器からの排気圧力と比較

して十分に低い圧力で破裂する設計とする。 

・設備の相違

【東海第二】 

⑥の相違

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号機の第 3 弁

は，常時開運用であり，

重大事故等時に操作す

るものではないが，排出

経路に設置される隔離

弁として基本方針に記

載しているため，遠隔手

動弁操作機構の個数は

5個としている 

・設備の相違

【柏崎 7】 

島根２号機の排出経

路に設置される隔離弁

は，電動弁のみで構成し

ている 

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

島根２号機は，スク

ラビング水の補給及び

排水設備を使用しなく
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可搬式窒素供給装置は，可搬式窒素供給装置用発電設備により

給電できる設計とする。 

ても，フィルタ機能を

維持できる設計として

いることから，補給及

び排水設備は自主対策

設備として設置してい

る 

・設備の相違

・設備の相違

【東海第二】 

⑥の相違

・資料構成の相違

【東海第二】 

島根２号機は，窒素

ガス代替注入系につい

て，4.3.6項に記載し

ている 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号機の可搬式

窒素供給装置用発電設

備は，可搬式窒素供給

装置内に搭載し，発電

機 1台につき可搬式窒

【柏崎 7】 

島根２号機の格納容

器フィルタベント系

は，系統待機時に十分

な量の薬品を保有して

おり，原子炉格納容器

から移行する酸の量に

対し，アルカリ性を維

持可能であるため，補

給設備（薬品注入タン

ク）を自主対策設備と

して設置している 
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素供給装置 1台に給電

できる設計としている 

・記載方針の相違

【柏崎 7】 

4.3.5 重大事故等時における原子炉格納容器下部の溶融炉心冷却

機能 

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破

損を防止するため，溶融し，原子炉格納容器下部に落下した炉心

を冷却するために必要な重大事故等対処設備として，ペデスタル

代替注水系（常設），ペデスタル代替注水系（可搬型）及び格納容

器代替スプレイ系（可搬型）を設ける。また，溶融炉心が原子炉格

納容器下部に落下するまでに，原子炉格納容器下部にあらかじめ

十分な水位を確保し，落下した溶融炉心の冷却が可能な設計とす

る。なお，溶融炉心が原子炉格納容器下部へと落下した場合に，

ドライウェル機器ドレンサンプ及びドライウェル床ドレンサンプ

への溶融炉心の流入を抑制するための設備として，コリウムシー

ルドを設ける。

ペデスタル代替注水系（常設）は，低圧原子炉代替注水ポンプ

により，低圧原子炉代替注水槽の水を残留熱除去系等を経由して

原子炉格納容器スプレイ管からドライウェル内にスプレイするこ

系統構成に使用する電動弁は，代替所内電気設備を経由した常設

代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電が可能

な設計とする。 

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

⑫の相違

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号機は，当該設

備はない 

・設備の相違

⑭の相違

・記載方針の相違

て，分けて記載 

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

【東海第二，柏崎 7】 

島根２号機は，ポンプ

及び系統構成に使用す

る電動弁の電源につい

とで原子炉格納容器下部へ流入し，溶融炉心が落下するまでに原

子炉格納容器下部にあらかじめ十分な水位を確保するとともに，

落下した溶融炉心を冷却できる設計とする。 

ペデスタル代替注水系（常設）の水源である低圧原子炉代替注

水槽は，複数の代替淡水源から淡水を供給できる設計とし，淡水

が枯渇した場合に，海を利用できる設計とする。 

ペデスタル代替注水系（常設）は，代替所内電気設備を経由し

た常設代替交流電源設備からの給電が可能な設計とする。また，
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ペデスタル代替注水系（可搬型）は，大量送水車により，代替淡

水源の水をペデスタル代替注水系を経由して原子炉格納容器下部

へ注水し，溶融炉心が落下するまでに原子炉格納容器下部にあら

かじめ十分な水位を確保するとともに，落下した溶融炉心を冷却

できる設計とする。 

ペデスタル代替注水系（可搬型）の水源は，代替淡水源が枯渇

した場合に，海を利用できる設計とする。 

ペデスタル代替注水系（可搬型）のうち系統構成に使用する電

動弁は，代替所内電気設備を経由した常設代替交流電源設備又は

可搬型代替交流電源設備からの給電が可能な設計とする。また，

大量送水車は，ディーゼルエンジンにより駆動できる設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，大量送水車により，代替

淡水源の水を残留熱除去系を経由して原子炉格納容器スプレイ管

からドライウェル内にスプレイすることで原子炉格納容器下部へ

流入し，溶融炉心が落下するまでに原子炉格納容器下部にあらか

じめ十分な水位を確保するとともに，落下した溶融炉心を冷却で

きる設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）の水源は，代替淡水源が枯

渇した場合に，海を利用できる設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）のうち系統構成に使用する

電動弁は，代替所内電気設備を経由した常設代替交流電源設備又

は可搬型代替交流電源設備からの給電が可能な設計とする。また，

大量送水車は，ディーゼルエンジンにより駆動できる設計とする。 

コリウムシールドは，溶融炉心が原子炉格納容器下部へと落下

した場合において，ドライウェル機器ドレンサンプ及びドライウ

【東海第二】 

⑬の相違

・設備の相違

【東海第二】 

⑬の相違に伴う水源

の相違 

・記載方針の相違

【東海第二，柏崎 7】 

島根２号機は，給電先

を明確に記載 

・設備の相違

【東海第二】 

⑬の相違

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

⑫の相違

・設備の相違
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ェル床ドレンサンプへの溶融炉心の流入を抑制し，溶融炉心が原

子炉格納容器バウンダリに接触することを防止できる設計とす

る。 

コリウムシールドは，寸法が厚さ 0.13m 以上，材料がジルコニ

ア（ZrO2），個数が 1個の設計とする。

【東海第二，柏崎 7】 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号機は，当該設

備はない 
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炉心の著しい損傷が発生した場合に溶融炉心の原子炉格納容器

下部への落下を遅延・防止するための重大事故等対処設備として，

低圧原子炉代替注水系（常設），低圧原子炉代替注水系（可搬型），

高圧原子炉代替注水系及びほう酸水注入系を設ける。 

低圧原子炉代替注水系（常設），低圧原子炉代替注水系（可搬型），

高圧原子炉代替注水系及びほう酸水注入系は，低圧原子炉代替注

水系（常設），低圧原子炉代替注水系（可搬型）及び高圧原子炉代

替注水系のいずれかによる原子炉圧力容器への注水と並行してほ

う酸水注入系による原子炉圧力容器へのほう酸水注入を行うこと

で溶融炉心を冷却できる設計とする。 

低圧原子炉代替注水系（常設）は，低圧原子炉代替注水ポンプ

により，低圧原子炉代替注水槽の水を残留熱除去系等を経由して

原子炉圧力容器へ注水することで溶融炉心を冷却できる設計とす

る。 

低圧原子炉代替注水系（常設）の水源である低圧原子炉代替注

水槽は，複数の代替淡水源から淡水を供給できる設計とし，淡水

が枯渇した場合に，海を利用できる設計とする。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）は，大量送水車により，代替淡

水源の水を残留熱除去系等を経由して原子炉圧力容器に注水する

ことで溶融炉心を冷却できる設計とする。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）の水源は，淡水が枯渇した場

・設備の相違

【東海第二】 

⑮の相違

・設備の相違

【東海第二】 

⑮の相違

・設備の相違

【東海第二】 

⑬の相違

・設備の相違
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合に，海を利用できる設計とする。 

高圧原子炉代替注水系は，蒸気タービン駆動ポンプによりサプ

レッションチェンバのプール水を原子炉隔離時冷却系等を経由し

て，原子炉圧力容器へ注水することで溶融炉心を冷却できる設計

とする。 

ほう酸水注入系は，ほう酸水注入ポンプにより，ほう酸水を原

子炉圧力容器へ注入することで，溶融炉心の原子炉格納容器下部

への落下を遅延・防止する設計とする。 

【東海第二】 

⑬の相違に伴う水源

の相違 

・設備の相違

【東海第二】 

⑮の相違

4.3.6 重大事故等時における水素爆発による原子炉格納容器の破

損防止機能 

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器内に

おける水素爆発による破損を防止できるように，原子炉格納容器

内に滞留する水素ガス及び酸素ガスを大気へ排出するための設備

である格納容器フィルタベント系を設ける設計とする。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容

・資料構成の相違

【東海第二】 

島根２号機の窒素ガ

ス代替注入系について

は，後段に記載 

・運用の相違

【柏崎 7】 

島根２号機の耐圧強

化ベントラインは，「4.

3.2 重大事故等時にお

ける原子炉格納容器の

熱輸送機能」としての自

主対策設備と位置付け

ており，原子炉格納容器

内に滞留する水素ガス

及び酸素ガスを大気へ

排出するための設備と

しては使用しない 

（以下，㉓の相違） 
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器内における水素爆発による破損を防止できるよう，発電用原子

炉の運転中は，原子炉格納容器内を窒素ガス制御系により常時不

活性化する運用を保安規定に定めて管理する。 

窒素ガス代替注入系は，可搬式窒素供給装置により，原子炉格

納容器内に窒素ガスを供給することで，ジルコニウム－水反応及

び水の放射線分解等により原子炉格納容器内に発生する水素ガス

及び酸素ガスの濃度を可燃限界未満にすることが可能な設計とす

る。 

可搬式窒素供給装置は，可搬式窒素供給装置用発電設備により

給電できる設計とする。 

・記載方針の相違

【東海第二】 

・設備の相違

【柏崎 7】 

⑯の相違

・運用の相違

【柏崎 7】 

㉓の相違 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号機の可搬式

窒素供給装置の電源は，
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格納容器フィルタベント系は，炉心の著しい損傷が発生した場

合において，原子炉格納容器内雰囲気ガスを窒素ガス制御系等を

経由して，第 1ベントフィルタスクラバ容器及び第 1ベントフィ

ルタ銀ゼオライト容器へ導き，放射性物質を低減させた後に原子

炉建物屋上に設ける放出口から排出（系統設計流量 9.8kg/s

（1Pdにおいて））することで，排気中に含まれる放射性物質の

環境への排出を低減しつつ，ジルコニウム－水反応及び水の放射

線分解等により発生する原子炉格納容器内の水素ガス及び酸素ガ

スを大気に排出できる設計とする。

格納容器フィルタベント系は，排気中に含まれる水素ガス及び

酸素ガスによる水素爆発を防止するため，系統内を不活性ガス（窒

素ガス）で置換した状態で待機させ，使用後においても不活性ガ

スで置換できる設計とする。また，排出経路に水素ガス及び酸素

ガスが蓄積する可能性のある箇所にはバイパスラインを設け，水

素ガス及び酸素ガスを連続して排出できる設計とすることで，系

統内で水素濃度及び酸素濃度が可燃領域に達することを防止でき

る設計とする。 

可搬式窒素供給装置は，可搬式窒素供給装置用発電設備により給

電できる設計とする。 

なお，詳細はⅥ-1-8-2「原子炉格納施設の水素濃度低減性能に関

する説明書」に示す。 

装置内に搭載している

発電設備から給電する 

・設備の相違

【東海第二】 

④の相違

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

格納容器フィルタベ

ント系の設計流量の相

違 

・記載方針の相違

【東海第二】 

4.3.7 重大事故等時における水素爆発による原子炉建物等の損傷

防止機能 

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建物等の水素

爆発による損傷を防止するために原子炉建物原子炉棟（二次格納

施設）内の水素濃度上昇を抑制し，水素濃度を可燃限界未満に制

御するための重大事故等対処設備として，原子炉建物水素濃度抑

制設備である静的触媒式水素処理装置を設ける設計とする。 

・設備の相違

【東海第二】 

⑰の相違

・設備の相違

【東海第二】 

⑰の相違
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原子炉建物水素濃度抑制設備である静的触媒式水素処理装置

は，運転員の起動操作を必要とせずに，原子炉格納容器から原子

炉建物原子炉棟（二次格納施設）内に漏えいした水素ガスと酸素

ガスを触媒反応によって再結合させることで，原子炉建物原子炉

棟（二次格納施設）内の水素濃度の上昇を抑制し，原子炉建物原

子炉棟（二次格納施設）の水素爆発を防止できる設計とする。 

なお，詳細はⅥ-1-8-2「原子炉格納施設の水素濃度低減性能に

関する説明書」に示す。 

4.3.8 重大事故等時における放射性物質拡散抑制機能 

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損に至った場合にお

いて，発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための重大事故

等対処設備として，原子炉建物放水設備及び海洋拡散抑制設備を

設ける。また，原子炉建物周辺における航空機衝突による航空機

燃料火災に対応できる設備として，原子炉建物放水設備を設ける

設計とする。 

大気への放射性物質の拡散を抑制するための重大事故等対処設

備として使用する原子炉建物放水設備は，大型送水ポンプ車によ

り海水を取水し，ホースを経由して放水砲から原子炉建物へ放水

できる設計とする。大型送水ポンプ車及び放水砲は，設置場所を

任意に設定し，複数の方向から原子炉建物に向けて放水できる設

計とする。また，原子炉建物周辺における航空機衝突による航空

機燃料火災に対応するため，大型送水ポンプ車により海水を泡消

火薬剤と混合しながらホースを経由して放水砲から原子炉建物周

辺へ放水できる設計とする。 

海洋への放射性物質の拡散を抑制するための重大事故等対処設

備として使用する海洋拡散抑制設備は，シルトフェンス，放射性

物質吸着材等で構成し，シルトフェンスは，汚染水が発電所から

海洋に流出する２号機放水接合槽及び輪谷湾に設置できる設計と

し，輪谷湾は可搬型である小型船舶により設置できる設計とする。 

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

⑱の相違

・設備の相違

【東海第二】 

⑲の相違

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

シルトフェンスの設
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シルトフェンスは，海洋への放射性物質の拡散を抑制するため，

設置場所に応じた高さ及び幅を有する設計とする。また，シルト

フェンスは，各設置場所に必要となる保有量に加え，予備を保管

する。 

放射性物質吸着材は，雨水排水路等に流入した汚染水が通過す

る際に放射性物質を吸着できるよう，雨水排水路集水桝 3箇所に，

使用時に設置できる設計とする。放射性物質吸着材は，各設置場

所に必要となる保有量に加え，予備を保管する。 

置箇所の相違 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号機は，輪谷湾

のシルトフェンス設置

に小型船舶を使用 

【東海第二，柏崎 7】 

島根２号機は，シルト

フェンスを可搬型重大

事故等対処設備の保管

場所である第１及び第

４保管エリアに予備も

含めて保管し，手順実施

時には保管場所から設

置場所である２号機放

水接合槽及び輪谷湾に

運搬し，設置する 

・設備の相違

【東海第二】 

⑲の相違

・設備の相違

【柏崎 7】 

放射性物質吸着材の

設置箇所の相違 

4.3.9 重大事故等時に加わる動荷重 

重大事故等時においても，原子炉冷却材圧力バウンダリ配管の

破断を起因とする事象，逃がし安全弁の作動を伴う事象において

動荷重が発生する。また，重大事故等時は，設計基準事故時と事

故進展が異なるため，設計基準事故時に生じる冷却材喪失事故時

の動荷重及び逃がし安全弁作動時以外の動荷重が加わる。 

そこで，炉心損傷防止対策の有効性評価における重要事故シー

ケンス及び格納容器破損防止対策の有効性評価における評価事故

・記載方針の相違

【東海第二】 
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シーケンス（以下「重要事故シーケンス等」という。）ごとの事故

進展を考慮し，重大事故等時の動荷重を抽出した。 

その結果，設計基準事故時の動荷重である冷却材喪失事故時及

び逃がし安全弁作動時以外に，以下の重要事故シーケンス等にお

ける動荷重を新たに抽出した。 

・原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用時の蒸気発生に

伴う圧力上昇

・格納容器ベントによる減圧

これらの動荷重については，影響を評価した結果，冷却材喪失

事故時の動荷重に対して同等以下であり，設計基準事故時の動荷

重に包絡されることを確認した。 

一方で，以下の重要事故シーケンス等の状態は設計基準事故時

の範囲を逸脱しており，この際に生じる逃がし安全弁作動時の動

荷重は設計基準事故時より大きくなる可能性が考えられる。 

・全交流動力電源喪失時のプール水の温度上昇時

・原子炉停止機能喪失時の逃がし安全弁 12弁作動時

・原子炉停止機能喪失時の原子炉圧力容器圧力上昇時

・高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の発生防止のための

逃がし安全弁作動に伴う過熱蒸気発生時

これらのうち，原子炉停止機能喪失時の原子炉圧力容器圧力上

昇時の動荷重は，設計基準事故時の逃がし安全弁作動時の動荷重

より大きくなる可能性があることから，重大事故等時の動荷重と

して，新たに考慮し，動荷重に対する構造健全性を確認する。 

上記以外の状態については，影響を評価した結果，設計基準事

故の逃がし安全弁の動荷重に対して同等以下であり，設計基準事

故時の動荷重に包絡される。 

・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

・評価方針の相違

【柏崎 7】 

 島根２号機は，原子炉

停止機能喪失時の原子

炉圧力容器圧力上昇時

の動荷重を考慮し，機器

の構造健全性を確認す

る方針としている 
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5. 原子炉格納施設の荷重の組合せ

5.1 荷重の種類 

強度に関する説明書及び耐震性に関する説明書においては，以

下に示す荷重の中から，計算を行う場所と条件に合わせて荷重を

選びその組合せに対して計算を行う。 

(1) 自重及び機器支持荷重

(2) サプレッションプール水重量

(3) 燃料交換時水重量

(4) 機器に加わる活荷重

(5) 逃がし安全弁作動時の荷重

(6) 圧力

(7) 温度

(8) ドライウェル内の配管破断によるジェット力

(9) 冷却材喪失事故時にサプレッションチェンバ内に生じる荷重

(10) 地震荷重

・資料構成の相違

【東海第二】 

 島根２号機は，設計基

準事故時と重大事故等

時の荷重の組合せ等に

ついて，5章に纏めて記

載している 

・記載方針の相違

【東海第二】 

 島根２号機は，既工認

と同様に，荷重の種類を

記載している 

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

島根２号機は，(9)に

纏めて記載している 

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

 島根２号機は，(8)に

纏めて記載している 

5.2 荷重の組合せ 

原子炉格納施設の荷重の組合せと許容応力状態を表 5－1 に示

す。 

・資料構成の相違

【東海第二】 

 島根２号機は，設計基

準事故時と重大事故等

時の荷重の組合せを本
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なお，応力計算はそれぞれの荷重の組合せの中で最も厳しい条

件について行う。また，荷重の発生する時間が明らかに異なる場

合は時間のずれを考慮する。 

項に纏めて記載してい

る 

・適用規格の相違

【柏崎 7】 

⑳の相違

・記載方針の相違

【柏崎 7】 

 島根２号機は，既工認

と同様に，本荷重は記載

していない 

表 5－1 荷重の組合せと許容応力状態 

荷重の組合せ 
許容応力状態 

運転状態＊1 地震荷重 

設計条件＊2 ― 設計条件＊3 

運転状態Ⅰ ― ⅠＡ
＊4 

運転状態Ⅱ ― ⅡＡ
＊5 

運転状態Ⅳ＊6 ― ⅣＡ
＊7 

運転状態Ⅳ＊8 ― ⅣＡ
＊9 

運転状態Ⅴ（Ｓ） ― ⅤＡ
＊10 

試験状態 ― 試験状態＊11 

運転状態Ⅰ Ｓｄ* ⅢＡＳ 

運転状態Ⅰ Ｓｓ ⅣＡＳ 

運転状態Ⅱ Ｓｄ* ⅢＡＳ 

運転状態Ⅱ Ｓｓ ⅣＡＳ 

運転状態Ⅳ＊12 Ｓｄ* ⅢＡＳ 

運転状態Ⅳ＊13 Ｓｄ* ⅣＡＳ＊14 

運転状態Ⅴ（Ｌ） Ｓｄ ⅤＡＳ 

運転状態Ⅴ（ＬＬ） Ｓｓ ⅤＡＳ 

注記＊1：各運転状態における荷重の組合せの詳細を表 5－2 及び

表 5－3に示す。 

  ＊2：設計条件による荷重では，最高使用圧力等による荷重を

考慮する。 

  ＊3：設計条件における許容応力状態を示す。 

＊4：運転状態Ⅰにおける許容応力状態を示す。 

  ＊5：運転状態Ⅱにおける許容応力状態を示す。 

  ＊6：冷却材喪失事故時のジェット力及びプールスウェルによ

る荷重を考慮する。 

  ＊7：運転状態Ⅳにおける許容応力状態を示す。 

・資料構成の相違

【東海第二】 

 東海第二は，別項に記

載している 

・適用規格の相違

【柏崎 7】 

⑳の相違から，コンク

リート製格納容器に適

用される荷重状態は記

載していない 

・適用規格の相違

【柏崎 7】 

⑳の相違

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

注記番号が異なる 

・資料構成の相違
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  ＊8：冷却材喪失事故時の蒸気凝縮振動荷重等を考慮する。 

  ＊9：運転状態Ⅳにおける許容応力状態を示す。ただし，クラ

スＭＣ容器については設計条件で評価する。

  ＊10：運転状態Ⅴ（Ｓ）における許容応力状態を表す。 

  ＊11：試験状態における許容応力状態を表す。 

  ＊12：冷却材喪失事故後 10-1 年程度以降の最大内圧を考慮す

るが，この内圧は通常運転圧力よりも小さく無視でき

るため，荷重の組合せとして評価しない。 

  ＊13：冷却材喪失事故後の最大内圧を考慮する。また，クラ

ス２容器及びクラス２配管については最高使用圧力を

考慮する。 

  ＊14：クラス２容器及びクラス２配管については，ⅢＡＳで評

【柏崎 7】 

注記番号が異なる 

・記載方針の相違

【柏崎 7】 

島根２号機は，既工認

と同様に，考慮する荷重

を記載している 

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

島根２号機は，注記＊

13に記載している 

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

注記番号が異なる 

・設計方針の相違

【柏崎 7】 

 島根２号機は，冷却材

喪失事故後 10-1 年時点

の内圧が，構造強度評価

上 の 通 常 運 転 圧 力

14kPa よりも小さいた

め無視できると判断し

ている 

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

注記番号が異なる 

・型式の相違

【柏崎 7】 

島根２号機は，クラス

２容器としてベントヘ

ッダがある 

（以下，㉔の相違） 

・型式の相違
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価する。 

注：記号 

Ｓｄ ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 

Ｓｄ*：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

【柏崎 7】 

㉔の相違 

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

島根２号機は，注記＊

3,4,5,7,9,10,11 に 記

載している 
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・適用規格の相違

【柏崎 7】 

⑳の相違
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表 5－2 設計基準対象施設の荷重の組合せ ・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違
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注記＊1：クラス２容器及びクラス２配管において，地震と組合せ

る場合は最高使用圧力を考慮する。 

  ＊2：鋼構造設計規準に基づき評価する場合，熱を保守的に考

慮する。 

  ＊3：クラスＭＣ容器については，設計条件で評価する。 

  ＊4：冷却材喪失事故後 10-1年程度以降の最大内圧を考慮する

が，この内圧は通常運転圧力よりも小さく無視できるた

め，荷重の組合せとして評価しない。 

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

島根２号機は，注記＊

4に記載している 

・型式の相違

【柏崎 7】 

㉔の相違 

・評価方針の相違

【柏崎 7】 

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

島根２号機は，注記＊

5に記載している 

・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違

・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

注記番号が異なる 

・設計方針の相違

【柏崎 7】 

 島根２号機は，冷却材

喪失事故後 10-1 年時点

の内圧が，構造強度評価

上 の 通 常 運 転 圧 力

14kPa よりも小さいた

め無視できると判断し

ている 
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  ＊5：クラス２容器及びクラス２配管については，ⅢＡＳで評

価する。 

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

注記番号が異なる 

・評価方針の相違

【柏崎 7】 

㉔の相違 

表 5－3 重大事故等時の荷重の組合せ ・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違
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注記＊1：評価対象設備に応じて，内圧 853kPa（限界圧力）を適用

する。 

  ＊2：評価対象設備に応じて，内圧 427kPa（最高使用圧力）を

適用する。 

  ＊3：評価対象設備に応じて，内圧 660kPa（ＳＡ後長期圧力）

を適用する。 

  ＊4：評価対象設備に応じて，内圧 380kPa（ＳＡ後長々期圧

力）を適用する。 

＊5：重大事故等の最大温度による影響は発生する回数が 1回

であり，疲労破壊には顕著な影響を与えないため，組み

合わせない。疲労評価は不要であるため，一次＋二次応

力評価は不要とする。 

  ＊6：重大事故等の事象発生直後に生じる荷重であり，設計基

準事故時に考慮されているため，組み合わせない。 

・評価条件の相違

【東海第二】 

島根２号機は，Ｖ（Ｓ）

-2 の包絡条件で評価す

る方針としている 

（以下，㉕の相違） 

・資料構成の相違

【東海第二】 

島根２号機は，4.3.1

(3)に評価水位を記載し

ている 

・記載方針の相違

【東海第二】 

・評価条件の相違

【東海第二，柏崎 7】 

・評価条件の相違

【東海第二】 

・評価条件の相違

【柏崎 7】 
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㉕の相違 

・記載方針の相違

【柏崎 7】 

5.3 繰返し荷重に対する解析 

繰返し荷重に対する解析については，発電用原子力設備規格 

設計・建設規格（2005年版（2007 年追補版を含む。））（ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１-2005/2007）」（以下「設計・建設規格」という。）PVB-

3140に示される条件を以下に示すようにいずれも満足しているの

で疲労解析を必要としない。 

なお，疲労解析不要の条件のうち，PVB-3140(6)については，施

設後の機械的荷重及び地震動による応力の変更により，疲労解析

不要の条件を満足できなくなる可能性が考えられることから，満

足できなくなった場合においては疲労解析を実施する。 

ここで，繰返し荷重としてかかるサイクル数は便宜上，下記の

ように定める。 

・資料構成の相違

【東海第二】 

 東海第二は，3.1.23

項に記載している 

・適用規格の相違

【柏崎 7】 

 島根２号機は，設計・

建設規格に基づき，強度

計算を実施する方針と

している 

（以下，㉖の相違） 

・適用規格の相違

【柏崎 7】 

㉖の相違 

・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違

・原子炉格納容器に全体的に加わる荷重のサイクル数

圧力：原子炉格納容器に全体的に内圧が加わるのは，運転開始前

試験時，定検時の漏えい試験時及び事故時である。ここで，

運転開始前試験時は 4 回，定検時の漏えい試験時は高々40

回，事故時は 1回である。 

・評価条件の相違

【柏崎 7】 
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温度：原子炉格納容器が全体的に最高使用温度程度まで温度が上

昇するのは事故時 1回である。 

以上より原子炉格納容器が全体的に負荷される場合の回数は余

裕をみて 回とする。 ・評価条件の相違

【柏崎 7】 

・原子炉格納容器に局部的に加わる荷重のサイクル数

原子炉格納容器に局部的に負荷されるのは原子炉の起動停止，

燃料交換及び地震時である。ここで原子炉の起動停止及び燃料交

換のサイクルは高々120 回であるため，原子炉格納容器が局部的

に負荷される場合の回数のうち温度差変動に関するものは，余裕

をみて 回とする。また，地震荷重が加わるサイクル数は 300

回であるため，原子炉格納容器が局部的に負荷される場合の回数

のうち機械的荷重に関するものは，余裕をみて 回とする。 

・評価条件の相違

【柏崎 7】 

 島根２号機は，原子炉

格納容器に局部的に加

わる荷重のサイクル数

について，温度差変動に

関するものと機械的荷

重に関するものに分け

て設定している 

・適用規格の相違

【柏崎 7】 

㉖の相違 
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(1) 大気圧から運転圧力になり，再び大気圧に戻るサイクル数

（設計・建設規格 PVB-3140(1)） 

設計・建設規格に定められる許容引張応力Ｓの 3 倍の値は 3×

＝ MPaであり，これに対応する許容繰返し回数Ｎは

である。ここで設計・建設規格に示される運転圧力を原子炉格納

容器の最高使用圧力と対応させてみると，その回数は 回でＮ

より小さいので本条項を満足している。 

・評価条件の相違

【柏崎 7】 

(2) 負荷運転時における圧力変動の全振幅の検討

（設計・建設規格 PVB-3140(2)） 

疲労解析の対象となる圧力変動の全振幅は PVB-3140(2)a.より，

次のように求める。 

 
-2

ｍ
1 Ｓ'

Ａ ＝ ・Ｐ・ ＝8.80×10 MPa
3 Ｓ

 

ここに， 

Ｐ ：最高使用圧力 

＝427kPa 

Ｓ'：炭素鋼の 106回の繰返しに対する許容ピーク応力強さ 

 ＝ MPa 

Ｓ ：許容引張応力 

＝ MPa 

したがって，疲労解析が不要となる圧力変動の全振幅は負荷運

転時における圧力変動の全振幅( MPa)より大きくなるの

で本条項を満足している。 

・評価結果の相違

【柏崎 7】 

・型式の相違

【柏崎 7】 

①の相違

・表示桁数の相違

【柏崎 7】 

（全振幅の算出過程） 

最高使用圧力（外圧）の

正負両振幅をとる 

（3）起動，運転，停止サイクル中の任意の 2点間の温度差の検討 

（設計・建設規格 PVB-3140(3)） 

解析の対象となる任意の 2 点間の距離は PVB-3140(3)より，次

のように求める。 

 ｐ＝2・Ｒ・ｔ＝1245.15mm

ここに， 

Ｒ：原子炉格納容器の最大半径 

＝ mm 

ｔ：原子炉格納容器の板厚 

・評価結果の相違

【柏崎 7】 

・型式の相違

【柏崎 7】 
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＝ mm 

はｐの値が最大となるように選ぶ。 

疲労解析が不要となる任意の 2 点間の最大温度差は PVB-

3140(3)より，次のように求める。 

 
aＳ

Ｔ＝ ＝181.6℃
2・Ｅ・α

ここに， 

Ｓa：炭素鋼の 回の繰返しに対する許容ピーク応力強さ 

 ＝ MPa 

Ｅ ：炭素鋼の縦弾性係数 

 ＝ MPa（ 
2

℃℃＋ ＝ ℃における値） 

α ：炭素鋼の瞬時熱膨張係数 

 ＝ ㎜/㎜･℃（ ℃における値） 

ここで，Ｔは設計上の最大温度差 161℃（171℃－10℃）より大

きい。したがって，任意の 2点間の最大温度差はＴの値を超える

ことはないので本条項を満足している。 

・設備の相違

【柏崎 7】 

・評価結果の相違

【柏崎 7】 

・評価条件の相違

【柏崎 7】 

(4) 負荷運転中の任意の 2点間の温度差の変動の全振幅の検討

（設計・建設規格 PVB-3140(4)） 

負荷運転中の温度変動の数を 回とすると，疲労解析が不要

となる最大温度差は(3)項に示すＴと全く同じになる。 

したがって，負荷運転時の任意の 2点間の最大温度差の変動の

全振幅は，(3)項に示すＴを超えることはないので本条項を満足

している。 

・評価条件の相違

【柏崎 7】 

(5) 負荷運転時の異種材結合部の温度差の検討

（設計・建設規格 PVB-3140(5)） 

疲労解析の対象となる異種材結合部の最小温度差は PVB-

3140(5)a.より，次のように求める。 

1 1 2 2

Ｓ'
Ｔ＝

2・(Ｅ ・α －Ｅ ・α )

　＝51.7℃

ここに，

Ｓ' ：炭素鋼の 106回の繰返しに対する許容ピーク応力強さ 

Ｅ1 ：ステンレス鋼の縦弾性係数 

  ＝ MPa（ ℃における値） 

・評価結果の相違

【柏崎 7】 
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α1 ：ステンレス鋼の瞬時熱膨張係数 

  ＝ ㎜/㎜･℃（ ℃における値） 

Ｅ2 ：炭素鋼の縦弾性係数 

  ＝ MPa（ ℃における値） 

α2 ：炭素鋼の瞬時熱膨張係数 

  ＝ ㎜/㎜･℃（ ℃における値） 

上記Ｔを超える異種材結合部温度差の変動回数を 回とする

と，疲労解析が不要となる異種材結合部の最大温度差は PVB-

3140(5)b.より，次のように求める。 

1 1 2 2

aＳ
Ｔ＝

2・(Ｅ・α －Ｅ・α )

  ＝545.8℃

ここに， 

Ｓa ：炭素鋼の 回の繰返しに対する許容ピーク応力強さ 

したがって，疲労解析が不要となる異種材結合部の許容最大温

度差は温度差（161℃）より大きくなるので本条項を満足してい

る。 

・評価条件の相違

【柏崎 7】 

・評価結果の相違

【柏崎 7】 

・評価条件の相違

【柏崎 7】 

(6) 容器に接続される管からの反力その他機械的荷重及び地震動

による応力の全振幅の検討（設計・建設規格 PVB-3140(6)） 

荷重の繰返し回数 回に対応する許容ピーク応力強さは

MPaとなる。ここで，原子炉格納容器の機械的荷重及び地震

動による応力の全振幅はいかなる場所でも MPaを超えること

のないよう設計しているので本条項を満足している。 

・評価条件の相違

【柏崎 7】 

・評価方針の相違

【柏崎 7】 

 島根２号機は，重大事

故等対処施設について

は，許容ピーク応力強さ

を超える場合に疲労解

析を実施することとし

ている 
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6. 重大事故等時における原子炉格納容器の放射性物質閉じ込め

機能評価及びその他影響確認 

重大事故等時の評価温度，評価圧力に対して原子炉格納容器の

構造健全性及び機能維持について評価する。 

6.1 重大事故等時における原子炉格納容器の放射性物質閉じ込め

機能評価 

6.1.1 評価方針 

「4.3.1 原子炉格納容器の評価温度，評価圧力」に示す限界温

度（200℃），限界圧力（2Pd）を用いて，その環境下での原子炉格

納容器の放射性物質閉じ込め機能について評価部位ごとに評価す

ることにより，その機能が損なわれることがないことを確認する。 

原子炉格納容器の放射性物質の閉じ込め機能を確認するため，

200℃，2Pdの環境下で原子炉格納容器本体及び開口部等のリーク

パスとなる可能性のある部位を抽出し，規格を用いた構造健全性

評価にて原子炉格納容器の放射性物質閉じ込め機能について確認

する。 

さらに，福島第一原子力発電所での事故において，原子炉格納

容器からの漏えい要因の一つとして指摘されている原子炉格納容

器に設置されるフランジ部等のシール部についても評価部位とし

て抽出し，試験結果を用いた機能維持評価により原子炉格納容器

の放射性物質閉じ込め機能について確認する。 

6.1.2 評価対象部位及び評価対象部位における機能喪失要因 

図 4－3「原子炉格納容器バウンダリ及び隔離弁 全体概要図」に

示す原子炉格納容器バウンダリを構成する機器から，以下のとお

り評価対象部位を抽出し，評価部位ごとに放射性物質の閉じ込め

機能喪失の要因（以下「機能喪失要因」という。）を抽出する。 

評価対象部位として 200℃，2Pdの環境下で原子炉格納容器の放

射性物質の閉じ込め機能が損なわれることがないよう原子炉格納

容器本体（ベント管ベローズ含む）について構造健全性を評価す

る。また，原子炉格納容器の開口部及び貫通部については，構造

上原子炉格納容器の内圧等の影響によりリークパスになる可能性

があるため評価対象部位として抽出する。開口部のシール部につ

いても，ガスケットの劣化及びシール部の変形に伴いリークパス

になる可能性があるため評価対象部位とする。 

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違
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原子炉格納容器本体（ベント管ベローズ含む）の機能喪失要因

としては脆性破壊，疲労破壊，座屈及び延性破壊が考えられるた

め，これらの破損モードの中から原子炉格納容器内の環境条件等

を考慮し，評価対象ごとに想定される機能喪失要因を抽出する。 

機能喪失要因の詳細な抽出内容については別添 1 において，評

価対象ごとに説明する。 

以下に原子炉格納容器バウンダリ構成部である評価対象部位を

示す。また，原子炉格納容器バウンダリ構成部の概要を図 6－1に

示す。 

① 原子炉格納容器本体（ドライウェル，サプレッションチェン

バ，ベント管（ベント管ベローズ含む）） 

② ドライウェル主フランジ

③ ハッチ類（機器搬入口，所員用エアロック，逃がし安全弁搬

出ハッチ，制御棒駆動機構搬出ハッチ） 

④ 配管貫通部（接続配管，スリーブ，平板類，セーフエンド，ベ

ローズ）

⑤ 電気配線貫通部

⑥ 原子炉格納容器隔離弁

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

 島根２号機は，表 6－

1に記載している 

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

 島根２号機は，機能喪

失要因を表 6-1 に記載

している 
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図 6－1 原子炉格納容器バウンダリ構成部の概要図 ・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違

原子炉格納容器バウンダリ構成部の重大事故等時における機能

喪失要因として，原子炉格納容器内の温度，圧力条件や原子炉格

納容器本体の変形から，表 6－1 に示す機能喪失要因が想定され

る。 

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

 島根２号機は，機能喪

失要因を表形式で記載

している 
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評価対象 
機能喪失要因 

構造部 シール部

①原子炉格納容器本体

一般部 延性破壊 － 

構造不連続部 延性破壊 － 

ドライウェル基部 延性破壊 － 

ベント管ベローズ 疲労破壊 － 

②ドライウェル主フランジ
フランジ 延性破壊 変形，高温劣化 

ボルト 延性破壊 － 

③ハッチ類

機器搬入口 
円筒胴 延性破壊 変形，高温劣化 

鏡板 座屈 － 

所員用エアロック 
円筒胴 延性破壊 － 

隔壁 延性破壊 変形，高温劣化 

逃がし安全弁搬出

ハッチ

円筒胴 延性破壊 変形，高温劣化 

鏡板 座屈 － 

制御棒駆動機構搬

出ハッチ 

円筒胴 延性破壊 － 

鏡板 延性破壊 － 

フランジ 延性破壊 変形，高温劣化 

ボルト 延性破壊 － 

④配管貫通部

接続配管 延性破壊 － 

スリーブ＊ 延性破壊 － 

ボルト締め平板 延性破壊 － 

フランジ 延性破壊 変形，高温劣化 

ボルト 延性破壊 － 

セーフエンド 延性破壊 － 

ベローズ 疲労破壊 － 

⑤電気配線貫通部

アダプタ 延性破壊 － 

ヘッダ 延性破壊 － 

モジュール － 高温劣化 

⑥原子炉格納容器隔離弁
耐圧部 延性破壊 － 

シール部 － 高温劣化 

注記＊：⑤電気配線貫通部におけるスリーブも含めて評価している。

・型式の相違

【東海第二】 

①の相違

・資料構成の相違

【柏崎 7】 

 島根２号機は，機能喪

失要因を表形式で記載

している 

6.1.3 評価方法 

構造健全性及びシール部の機能維持について，各設備に対し放

射性物質の閉じ込め機能を確保できる判断基準を設定し，以下の

いずれかの方法により評価することで，200℃，2Pdの環境下での

健全性及び機能維持を確認する。 

(a) 設計・建設規格等に準拠した評価

(b) 設計・建設規格の準用等による評価

(c) 既往研究又は解析結果等を活用した評価

各評価対象機器の評価方法の分類を図 6－2に，各評価対象機器

の詳細な評価方法を表 6－2に示す。 

表 6－1 評価対象における機能喪失要因 
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図 6－2 評価方法による評価対象の分類 ・評価対象の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違のため，評価

対象が異なる 

 

評価対象機器の選定 

・原子炉格納容器本体

・ドライウェル主フランジ

・ハッチ類

機器搬入口，所員用エアロック，逃がし安全弁搬出ハッチ，制御棒駆動機構搬

出ハッチ

・配管貫通部

接続配管，スリーブ，平板類，セーフエンド，ベローズ

・電気配線貫通部

・原子炉格納容器隔離弁

機能喪失要因の抽出と評価方法の設定 

規格を用いた評価 試験結果等を用いた評価 

既往研究又は解析結果等を活用した

評価で確認 

表 6－2の評価方法(c)参照 

設計・建設規格の準用等に

よる評価により確認 

表 6－2の評価方法(a)参照 

表 6－2評価方法(b)参照 

No 

Yes 
設計・建設規格等に

準拠した評価により

確認できる 
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表 6－2 評価項目まとめ（その 1） ・評価対象の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違のため，評価

対象が異なる 
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表 6－2 評価項目まとめ（その 2） ・評価対象の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違のため，評価

対象が異なる 
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表 6－2 評価項目まとめ（その 3） ・評価対象の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違のため，評価

対象が異なる 
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6.1.4 評価結果 

原子炉格納容器本体，原子炉格納容器に設置されている開口部

（ドライウェル主フランジ，機器搬入口，逃がし安全弁搬出ハッ

チ，制御棒駆動機構搬出ハッチ，サプレッションチェンバアクセ

スハッチ，所員用エアロック），原子炉格納容器貫通部（配管貫通

部，電気配線貫通部）及び原子炉格納容器隔離弁については，規

格の規格式による応力評価等を行い，判定値を満足することによ

り 200℃，2Pdの環境下での構造健全性を確認した。 

ドライウェル主フランジ，ハッチ類等の開口部のシール部，原

子炉格納容器隔離弁等については電共研等での試験結果を基に評

価を行い，200℃，2Pdの環境下での機能維持が可能であることを

確認した。 

評価対象部位ごとの詳細な評価方法及び評価結果を表 6－3 及

び別添 1に示す。 

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違

・資料構成の相違

【東海第二】 

 島根２号機は，貫通部

及び隔離弁について，原

子炉格納容器本体，開口

部と纏めて記載してい

る 

・型式の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違

・記載方針の相違

【東海第二】
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表 6－3 評価結果まとめ（1/3） ・評価結果の相違

【東海第二，柏崎 7】

115



東海第二発電所（2018.10.12版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.9.25版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

・評価結果の相違

【東海第二，柏崎 7】

表 6－3 評価結果まとめ（2/3） 
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表 6－3 評価結果まとめ（3/3） ・評価結果の相違

【東海第二，柏崎 7】
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原子炉格納容器本体 

ドライウェル主フランジ 

図 6－3 原子炉格納容器バウンダリ構造部概要図(1/6) ・型式及び設備の相違

【東海第二，柏崎 7】 

①の相違
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機器搬入口 

所員用エアロック 

図 6－3 原子炉格納容器バウンダリ構造部概要図(2/6) ・設備の相違

【東海第二，柏崎 7】
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逃がし安全弁搬出ハッチ 

制御棒駆動機構搬出ハッチ 

図 6－3 原子炉格納容器バウンダリ構造部概要図(3/6) ・設備の相違
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配管貫通部（接続配管，スリーブ，セーフエンド，ベローズ） 

配管貫通部（平板類） 

図 6－3 原子炉格納容器バウンダリ構造部概要図(4/6) 

高圧用電気配線貫通部 

低圧用電気配線貫通部 

図 6－3 原子炉格納容器バウンダリ構造部概要図(5/6) 

・設備の相違
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・設備の相違
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原子炉格納容器隔離弁（窒素ガス制御系バタフライ弁） 

原子炉格納容器隔離弁（ＴＩＰボール弁） 

原子炉格納容器隔離弁（ＴＩＰパージ弁） 

図 6－3 原子炉格納容器バウンダリ構造部概要図(6/6) ・設備の相違
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6.2 その他原子炉格納容器限界温度，圧力に対する影響確認 

原子炉格納容器の限界温度，圧力における評価に対して影響を

及ぼす可能性のある設備の経年劣化，限界温度，圧力が負荷され

た後の耐震性，貫通部の核分裂生成物（以下「FP」という。）沈着

について影響を確認する。 

6.2.1 確認内容 

原子炉格納容器の放射性物質の閉じ込め機能の評価に対して，

影響を及ぼす可能性のある対象機器の経年劣化，限界温度，圧力

負荷後の耐震性への影響等以下の内容について影響を確認する。 

(1) 経年劣化の影響

原子炉格納容器限界温度・圧力（200℃，2Pd）時の放射性物質の

閉じ込め機能の健全性が，経年劣化により低下していないことを

確認する。確認方法及び確認結果の詳細は別添 1別紙 1に示す。 
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(2) 限界温度，圧力負荷後の耐震性への影響

原子炉格納容器が限界温度，圧力（200℃，2Pd）が負荷された後

の耐震性への影響について確認する。確認方法及び確認結果の詳

細は別添 1別紙 2に示す。 

(3) 貫通部の FP沈着による影響

炉心溶融時，原子炉格納容器のリークパスに FPが沈着した場合

の温度上昇について確認する。確認方法及び確認結果の詳細は別

添 1別紙 3に示す。 

6.2.2 確認結果 

(1) 原子炉格納容器の閉じ込め機能を有する箇所における経年劣

化の対策について確認し，原子炉格納容器の限界温度，圧力

における閉じ込め機能への影響はないことを確認した。

(2) 重大事故等時の温度，圧力を超える限界温度，圧力（200℃，

2Pd）が負荷された後の耐震性の影響評価を実施した。原子炉

格納容器バウンダリの構成機器について，限界温度，圧力の

条件において一次応力による残留ひずみが発生するが十分小

さく，耐震評価にて考慮する許容応力は今回の評価で考慮し

た許容応力の制限内であり，さらに限界温度，圧力負荷前と

同様の挙動を示すことから，耐震性への影響はないことを確

認した。 

(3) 炉心溶融時の原子炉格納容器内の FP の沈着による温度上昇

について，格納容器破損防止対策の有効性評価における評価

事故シーケンスのうち雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）を想定した条件にて，原子炉格納容

器のリークパスへ FP が飛散し，リークパス内が FP で満たさ

れ目詰まりしたと保守的に仮定し，FEM 解析により熱解析を

実施した。評価結果としては，原子炉格納容器の貫通部リー

クパス箇所の最高温度は約 183℃となり原子炉格納容器限界

温度である 200℃を下回ることから原子炉格納容器限界温度・

圧力に影響ないことを確認した。 

・評価結果の相違

【東海第二，柏崎 7】 
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「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に記
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しているバージョンは

異なる 
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